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大都市における機械工業零細経営の 

機能と存立基盤

—— 東京都城南地域の場合一 一 ■

渡 迈 幸 男

はじめに

I 機械：！:榮零細経営の敏向 

D 機械工業ぎ細経営の形成1 
1 零細経営の取引関係 

1，受注先とのつながり 

2 . 受注先の地域的ひろがり 

3. .受注先とのつながりの形成のされ方

4 . 受注する製品，加工エ輕.の特質
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6. 零細経営の外注一 ~仲間取弓I

7 . 零細経営の取引関係—— まとめ ,
N 取引諸条件とぎ細経営の収入

1 .取引諸条件'
2. 零細経営の労働時問と収入水準

3. 今回の不況の影響

V 小 括

は じ め に

日本資本主義は1955年以降73年の石油危機にいたるまで，変勘を胖いながらも，「高度成長Jとい 

われるかつて例をみない急速な拡大を遂げた。この拡大の主要な担い手の1つが機械工業〉であユ2ナこ。 

急拡大を遂げた機械工業の各部門も，現在の不況とそのもとでの構進変動により，いくつかのま要

注（1 ) 機械工業簿細経営の問題を考える小論では，機械工業を産業; Ij機械生産部門に限定せず，より広い意味に使う。部,は 

生産さらにその部分加工となると完成が,ごとに分類するととは現実的でなく, 広い意tルでの機械工樂のための部品部分 

加工としてとらえる必§?がある。それゆえ，小論で機械工業という場合，中分類業種では，金属製品C一部は機械:じ集- 
と いえないが， 使宜上統計としてみるときは機械工業に合める) ，•一般機械器具，1E気機械器I具，輸送用機械群A , m 
密機械盤具の5 製造業を含めたものをさしている。

( 2 ) I 9 6 0 ゴPから1973制こ力、けて，鉱工衆生産は4.7倍になったのに対し, 機械;I：業は7 . こなり，急拡大をとげた鉱エ業 

生産の中でも飛びぬけて城大したことがわかる（通度翁『鉱工業指数#-報J 各咐iSを使;Aし19<30ィド-- 65年* 70ゴ|ニの各基 

準による傲数をそのままつなげて算Hiした)。
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な問題に直面している。

この意味で戦後日本資本主義を考察し分析する際欠かすととのできない機械工業でV 1965年頃か
( 3 )

ら小ぎ細企業が急増した。ことに大都市では零細規模経営の増加が目立った。「高度成長』 期の急 

速な技衛举新の進行過程で，しかもその主要な担い手である機械工業で，「資本以前の経営J が増加 

している。これはー兒逆行ともいいうるような現象であるとみることができる。

小論は， r高度成長J 期に急増した大都市特定地域の機械工業零細経営を, ある意味で1 つの集 

0 として機能しているものととらえ，独！！な 1 つの層と'しての機能，存立基盤を具体的に明らかに 

しようとするものである。もちろん，この場合の零細経営は機械工業全体からみるならば， 1 次 ，

2 次の下請から4 • 5 次にいたる経営までも含むような下請部分品め製造および部品の部分加工業 

者である。その意味で，大都市零細経営の機能♦ 存立基盤を分折することは，機械工業の下請構造
( 4 )

の 1つの底辺のあり方を具体的に解明することでもあるといえる。

なお，小論でとりあげる大都市の機械工業零細経営は，東京都の城南地域の零細経営である。城 

南地城は機械工業が日本でもっとも多様に展開し発達している京浜工業地帯の中心的--部分をしめ 

ている。擎者が過去2 年にわたりまら調査してきた城南地域中の2 区大旧区と港区の機械工業霉細 

経営を主たる分析対象としてとりあげながら，この地域において，どのようにして零細経営が形成 

され，どのような受注，外注関係をとりむすび，どんな成果をあげているか，具体的に把握してい 

く。このような分析を通して，その機能と存立基盤も具体的に明らかにされるのである。

次に，大都市機械工業零細経営を具体的に分析することの意味を述べるならは’，以下の3 点にま

注（3 ) 零細規模経営（以下では略して零細経営とよぶ）とは，基本的に業主と家族従業者との労働力を主たる労働力とする 

ものである。従藥者規模でみると，補助的労働力としての披雇用労働者を含めて， 4人以下がこれに相当する。 5人か 

ら9人位までは過渡的な規模であり，10人以上になると被雇用労働力を主たる労働力とする小資本とみることができる 

( 詳しい質的規定は，併東ず§ 吉 r小零細企業J P.370 (東京都『来京の中小企業と労働者J1972c«p第 4章）参照)ヶ機械 

工業で各従業者規模での業:i iと家族従業者（含む有給役員）が何人いるかみると， 4人以下では，従業者2.42人中1.61 
人 （6 6 .6 % )となる。それに対し5人〜9 人では，6.56人中1.88人 （2 8 .7 % )となり，10人〜19人では, 13.51人中2.10 

人 （1 5 .5 % )となる。（德理府『昭和50勾i事業所統評調査報告J) この数字からも， 4人以下を零細経営とよぶこ:との妥 

当性が明らかであろう。

次に，本論で何故零細経営のみをとりだし，小零細企業として扱わないのかという点について，筒単にその根拠を示 

しておく。大都市機械工業を扱う場合，まず第1に認識してお力、ねばならない実がある。それは工場数の増加は9人 

以下（それも4人)̂ :TFを中心とした）規模で生じていて，10人以上では逆に減少しているということである。例えぱ， 

大田区では，1966年-から1975年にかけて，機械工業1人〜9 人は1,809の工場增であるめに対し10人〜19人は239 (24 

% )の工場減である（来京都 rjK京の工業J)。 :

このような?It態は，一力で工場の敷地拡大を求める中小エ勘の城南地域の密染からの較出により生じた。それと同時 

に，労働力不足の進行により，落1{f!経営や小資本がまVギ労働力を確保することが困難になり，熟練工の独立がすすみ， 

小资本化困難，零細経営化進展というととになったのである。£ £こでm耍なととは，との両®から零細経営の密集地域 

となりつつある大ra区を中心とした城南地域は，零細経営でも布立可能な基盤が存在するというととである◊とれがあ 

るからこそ旧菜を含めた大造の零細経営増がとこで生じたのである。 この存:基盤そのものは小諭の展開の中で明らか 

にされる。しかし，城南地域の機械工業の底辺を考えるとき，小零細企業でなく謝細経営としととらえるべきだという 

本論の祝タJは* その存立墓盤が明らかにされるならぱ， 分正当なものであるということができよう。

( 4 ) 木論の展のホで多少なりとも明らかになるように，大都市の機械工業零細経営と農村部の機械工業小零細企業とで 

は，同じよう,に下請#i造の末端に位置し，業主と家族従業者とを主たる労働力としていながらも，機能，存立驻盤は興 

なっている。それゆえ，大部ホのそれをn つのj 庇辺としてとらえる必要がある。

—— 70 {ISCT) ——
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とめることができよう。 '

第 1 は,、機械工業の大都市零細経営の機能と存立基盤を分析することが，機械工業が r高度成長J 

過程で何故あのように急速に拡大し免たかを明らかにするための， 1つの鍵を与えることになると 

いう点である。本論の展開の中で明らかになるところである力;，後械工業の急速な拡大にとって必 

要不可欠な要素の1 つである多能熟練工を，必要な時にだけいかに大量に，そして相対的に安く利 

用で、きるようにするかという面で，大都市零細経営が決定的な役割を果たすからであろ。本論の分 

析対象である零細経営の急増は，機械工業の急成長め直接の帰結であると同時に，それを可能にし 

た条件でもある。それゆえ，その機能を具体的につかむことは，「高度成長」の解明のために必要 

なことといえる。

第 2 に，1965年頃から急増した零細経営をめぐって，その性格についての論争が行われその 

ような論争で間題とされたことを正しく理解するためにも，繊維関連産業，農村部の機械工業とな 

らんで，大都市の機械工案の零細経営を層として全体的に具体的に把握することが必要であろう。 

これら3 つの存在は零細経営増加の主要部分を構成する。この主要な3 者は，増加したことについ 

てや通する要因をもつと同時に，それぞれ独自の要因をもつことにより，特に目立って零細接営を 

増加させたのである。この点の認識をぬきにして一般的に増加を論じ批别しあうことは，論者それ 

ぞれが念頭におく現象が業種的地域的に異なることを無視して論じあうことにつながり，生産的な 

論争へとはつながらないであろう。その意味でも，まず，それぞれ（小論の対象はその中の大都市機械 

エ業である）$̂；ついて， 機能 * 存立基盤を具体的に明らかにした上で比較，検討し， 一般的な議論 

へと進んでいくことが必要であろう。このような点からも，小論の課題の追求は不可欠なこととい 

えよう。

さらに，機械工業零細経営がますます大都市産業の重要な構成部分になりつつあるということか

ら，小諭の課題に応えることは，都市問題（特に下町の零細; 過密の状況下での諸問題）を考えてい
( 6 )

く上で，そこで生活している人々の基盤を明らかにすることにつながる。都市問題の1つの論点の

注（5 ) 零細経営増加の要因と増加した経営の内容について，滝沢菊太郎（例えぱ，r労働力不足と零細工業の拡大」 r商工金 

融J 1971年 6 月号) ，清成忠男（例えぱ, r零細企業激増は逆行現象かj 『経済評論』 1970年 3 月号）両氏の論争を中心 

に行われた。増加した零細経営を, 従来通りの「相対的に安い労働力の再編成J (滝沢, 前揭P. 5 5 )の結;®とみるか， 

「新しいバクーンの零細経営J (清成，前掲P. 4 2 )とみるかで両者の見解は対立している。拙 稿 r零細規模経営増加に 

ついての分析J ( 『三ffl学会維誌JI1974年10月号）も，この論点について統計的に梭討を加‘えた。 そとでは滝沢説に近い 

結論をだしながらも，繊維工業と機械工業とでは零細経営の培加に異質性もみられることを強調した。小論はこの認識 

の具体的展開の一部をなすものi もいえる。

( 6 ) 都市問題研究の立場から，大都市の任工混合地帯に注R し，大阪の樊証分析を行ったものとして，安藤元夫，北条 

英，三村浩史『都市計画と中小零細エ黎J 新評論社，1978年が注目される。下町の状況を丁寧に分祈したものとして贵 

重な成果であるといえる。しかし大都市の下町で増加した大量の零細経営の積極め存立甚盤についての分析と理解が 

不充分であるように思われる《例えば，大都市需要を開妬していく rたくましく成長してゆく企樂J に対して， r家族 

労働に依在して化業化J していくものを， rやがて消減する企業购（同上書，P .  26) としてとらえている0 それゆえ， 

必要な政策は「衰退産業J の 「生産力ストジクとしての既存ポテンシャルJ ( 同上書，P . 2 6 )の利；m a進となってしま 

っている。大阪と来京の相逸はあるにしても，大都市の住エ混合池帯.についてきえるとき,密集に一定の杯立基糖をみ 

いだし，層として拡大していく零細経営の存在侧面をI I 落すことは，一® 的であるといえよう。

—~ ■ 7 1 { 1 8 1 )一 一 -
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前提の分析として必要とされるのである。

以上の3 点, ①日本資本主義の r高度成長J のメカニズム解明，②小零細企業増加問題の解明， 

③大都市問窟への接近，のために小論の課題迫求はあるといえる。

なお，小論が直接の分析対象とする東京都の城南地域の段械工業零細経営についての既存の調3^

研究としては，^ 地理学の分野からのァプロ— と地方自治体による包括的な調M とし

てとりあげられた前免が，主要なものである。自治体等の調査は基本的には行政資料を作成すると 

いう考えのもとに行われるのであるから，問題を理論的実証的に解明するというよりは，存在の全 

貌の概観を示す研究といえる0 

それに対して経済地理学からのアプローチは，城南地域の機械工業零細経営の存立について重要

な祝角を設定したことに方法的な意味をもつ。竹内淳彦氏は『日本の機械工業』の中で，城南地城
( 8 )

の妙械エ藥小零細企業群をr底辺産業J という概念でとらえ， 1 つの層，集a としてとらえてぃる。 

この視角の設定により，零細経営を単なる下請の数次の階層の末端とおさえるだけでなく，’独自の 

集 団 （業種的にも多様な存在とつながることが可能な，輯自の機能をもった加工業者の集団として〉として 

とらえることを可能にしたのである。しかし，竹内氏のアプローチは経済地理学であるが故に丰眼 

は地域分布にあり，この集団の内容をどのように規定するか，どのようなつながりを中小企業との

間にもち，担当工程の内容にとどまることなく，どのような機能を機械工業の中で、果たしているの
( 9 )

か等については，若干の指摘に窗まっている。それゆえ，小論では，この経済地理学からの分析成 

果をふまえた上で，零細経営の機能等を明らかにする。

小論の分析の方法は，筆者 I I身が参加して行った2 つの調査の結果を主要材料として利用し，そ 

の裏づけにもとづき論述するという形をとっている。この2 つの調査とは，東京都労働局『昭和52 

年家内労働の実情』と港区役所『港区中小企業実態調査報告書昭和52年度J)である。前者の調査では,

注（7 ) 本稿の分析対象について最も近い例をあげれぱ，大旧区（■大旧区機械金属工業の卖態調査書』 1964年，がある。

( 8 ) 竹内淳彦 i•日本の機械工業大明堂，1973年，p. 163 ,竹内氏は r大都市機械工業の底辺構造j という章の中で，「底 

辺産業J という独自な染団をとりだしている。それは r機械工業の再下請層以下J の riji品部品の生をや基礎加工を担 

当する小零細企菜j であり， [20人朱满の落細企業を主体J としていて， r上位企業層を中心とした集団とは明らかに興 

なった動向を示す企業の集団J ( いずれも前掲書，P . 1 6 3 )であると想定している。

筆者がこの竹めほの見解を評価するめは，ぼ末端の下請層を下請段階的に上からみるだけでなく， 1つの独自な層と 

みようとする点にある。し力、し，本論の展開でも明らかなように，末端の層をどのようなもの_としてとらえるかについ 

, て，竹内氏と第者の展[53は與なる。具体的め容は本論の展閒で示すとして，屠のとらえ方の違いだけを列举すれば，次 

のようになる。

1 零細企業を20人未满ではなく 9 人以下に限定。集団との密着の必耍性や統計がJな動向の棚違による0
2 成辺滞をr底辺鹿業J として産業ととらえる点◊ すド講，部分加工を行う企菜（同一工程を担当する企業）は零 

細経常に服定されない。独の如を形成するものはその一部としての零細経営である。それゆえ，竹め氏のよう 

に産業としてとらえることはできない。第-；g i iま業としてではなく，あくまでも1つの肩ないしは集01としてとら 

えるべきだと考-える。

( 9 ) 竹内，前描書第6章でふれているのは，工場の分;f f f ,多1 ；の下請. ？T f'D，/関係の存在の?が爽，納入先•居住地の地域 

的近接性の炎，製品のポ品的他格の摘，である6 これらのホ实をまず確認しえたということは，货fflな成银である 

といえる。しかし r独 IHの性格をもった地域的生ま级laiニ底辺I粋造J (竹内，前海，P，182) の独ほの性格についての内 

容の展阅は，竹内ほの姆合，前jポill以後の課遊として残されたといえよう。 ’

72 (182)
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I表大旧区の調査経営の従業者規模別回答数

ネ都市における機械工業零細経営の機能と存立基盤 

鶴者の担当は機械工I I の家め;！:業であり，大 

田区の最密集地である桃谷周辺を中心に実態 

調査を行った。具体的には30数軒の奪細経営 

を中心とした聴取りと,補完的に行ったアン 

ケ〜 ト （回答数30軒強）にもとづ 、て分析して 

いる。後者は製造業中小事業所すべてへの発 

送によるアシケート（約3割の回収率）調査の 

分析であり，その中から機械工業小零細企業 

をとりだし，小論の基礎資料として‘使用して 

いる。さらに港区の場合も10軒 弱 め 聴 取 り を '錢料： り企̂ ! ^ 態調査報告書昭和52年度Jの基 

行い分析の補完とし

基本的資料として使用したのは上の2 つの調査であるが，その他参考にした資料については利用 

している場所で，その都度示していくことにする。

大旧区の聴JCr調査を行った経営とアンヶト調査を行った経営のう'ち，零細経営の規模を示すと 

1表のようになる。港区の機械工業回答企業を規模別に示したのが2 表である。港区はとのうちか 

ら機械部品製造および加工に主として従事している零細経営を別にとりだして必要に応じて検討を 

加えてある。その数は68社である。

常時従業者数 1人 2 人 3 人 4 人 計
回 答 数 20 9 7 4 40

資料：束京都労働后 
料より作成。

2表0 港区梭械：L

J「昭和52年家内労働の 

業企業従業員規模別

莫情」の基礎資 

回答数

従業員数
0 〜 
4 人

5 .〜. 
9 人

10〜 
か人

30〜 
99人

100人 
以上 計

回 答 数 94 40 48 15 1 198
資料：•■港区中小企■ 
2表b 港区様械部flt

き'実態象 

も,加工'】

5J查報告書昭和52年度J 

\零細企藥従藥者規模別回答数

従業者数 1 ,
2 人

3 ,
4 人

5 〜 
9 人

10〜 
14人

15〜 
19人 評

H 1答数 • 19 26 23 7 7 82

I

I

I 機 械 エ 業 零 細 経 営 の 動 向

本論に入る前に, . 零細経営の最近の動きを簡単にみておく。全国的にI 965年前後から零細経営の 

増加が目立っている◊ 機械工業だけとりだしてみても零細経営力';増加している。例えば，1966年か 

ら75年にかけて，製造業全#の事業所数の増加率は23.7%であるのに対し，従業者1 人から9 人の 

ま業所は，製造業計で29.4 % ,機械工業で85.0%の增加率を示してい零細経営の急増とともに 

機械工業の零細経営の激増をみることができよう。同じ時期について零細事ぎ所増に対する機械工 

業の増加寄与率をだすと55.2%にもなる。

しかも本論との開係で重要なととは，東京都の製造業でも他規模の事業所は減少しているにも拘 

らず， 1人から9 人規模は増加していることである。1966年から75年にかけて零細事業所ぱ36*7% 

増加したのに対し，10人以上の事業所は27‘4%減少してい(る'。その都内でめ零細事業所の増加の約

法(10) 2 つの調まは，197碑夏から77解火にかけて行われ，報/ 書がそれぞれ刊行されている4 箱者の担当以外のところ， 

また小論でとりあげ免なかった点等については， 2つの報告書をていただきたい。

( U ) . 各年の通ま'セ 『工業統IHま』より算出。 ^

( 1 2 ) 柬京都r j j tだの工業』より然出。以下本節の束;Ji娜および各区の数字はいずれもn ii京の工業J ! よウ算出。

一一 73 ( '5 5 )  ‘■----- -
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3 分の 1 をしめているのが，機械工業の零細!? 業所なのである。都内機械工業では，1966年から75 

年にかけて従業者10人以上の事業所が10,098から6,483に 3,815減 少 （減少率35‘S % )している一* 

方で，零細事業所は21,838から30,857をこ9,019 (堆加本41.3% )増加している。この数字はこの時 

期に規模縮小したもの, 都外へ移$云したものが多かったと同時に，より以上のぎ細経営の新規開業 

があったことを示唆しているといえよう。

. さらに，この都内機械工業零細事業所増加の4 分の 1 は城]t 地域4 区での増加である0 特にその 

中の大田区1 区で都全体の5 分の 1 をしめる零細事業所増を示している。すなわち，1966年以降の 

第 2 期 の r高度成長j 期における後械工業零細経営の増加の1つの中心が，大田区を中心とした城 

南地城にあったということがいえる。このように活発な機械工業零細経営の新生があった城南地域 

において，それらの存立基盤，機能はどのようなものであるかを，以下で明らかにしていく。

なお，ここでとりあげる東京都の城南地域は，底史的にみれぱ戦前からの機械工業を中心とした
(13)

工業地帯であり，明治期の芝区（現在の港区の一部）を発生の地としている。しかし発展の中心は，

第 1 次大戦後から品川，大旧区へと移り，第 2 次大戦後の堯展の中心は，太田区に移った。その大 

田区でもI960年代から大中工場の神奈川県方面への移転が相次ぎ，零細経営が族生したことと相俟 

って，小零細金業中心のエ寒地帯への変貌が進んでいる。その一方で,旧芝区の小き細企業の密參 

地も現在までは維持され，京浜工業地帯の一部として機能している。このような歷史的背^景のもと 

で，密集して立地しているぎ細経営の機能と存立基盤を究明するのである。 '

機械工業零細経営の形成

東京の城南地域では，機械工業零細経営がどのようにして形成されるかを，具体的にみていく。 

大田区と港区の事例について検討を加えるのであるが，この場合，両区には工場地帯としての麼史

の相違や最近の都心地域の拡大による影響の相違が存在する。この点を念頭において，城南地域で.• • )
の零細経営の形成の特徴を示していく0 

K 業主の出身>  まず，零細経営の藥主がどのような層から出てきているかを明らかにする。そ 

のために零細経営の代表者の前歴をみたのが，3— a, t »表である。古くからのエ操地帯である港区 

の場合，従業者1 人〜 4 人規模の経営の代表者は，同業従業員であったものが5 劍雖をしめ，つい 

や先代を継嚴したものが3 割となっている。残りの15%が興業種の従業員等からである。大由区で 

は28軒の聴取零細経営中23軒までが，業主前歴が同業の中小企業の工員でしめられている。残りの 

5 軒のうち3 軒は，同業中小企養の事務員出身であり, 先代継承は1 んその他もわずか 1 人 （同業 

を共同経営していて倒産後，1人で自営業業）にすぎない。 > .

注( 1 3 ) 地区を【い心とした京浪工業地斯の戦前の形成過程につぃては，鴻区，前掲，P- 443〜P. 454参照0
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このように城南地域の機械工業零細経営の業主は，同業中小企業の工員出身のものが多ひく4 工場 

地帯として古くから形成された港区内では，零細経営の場合でも世代交替による企業の継続性を保

3 表 a 大H 区黎細経営本業主
め前歴(従業者1〜 4人》

前 歴
同業中小企業のエ貝 23
同業中小企業の♦務貝 3
そ の 他 2

計 28
資 料 ：1 表に同じ,

つ経営もかなり存在している。

なお，この歴史の古さの相違を個別経営の創業時の比較によっ 

てみると，たと免同業零細経営といえども，港区と大田区とでは, 

はっきりした相違が存在する。創業時を比較した4一a ,b , c 表が. , (15)
この点を明白にホしている0 なお，大旧区で聴取およびアンケー

企業従業 
者 規 模

イ
港区内の 
同業従業員

ロ
他地区の 
同業従業員

ハ

他業積の 
従 業 買

, •
他 の
自営業主

ホ

先代継承

へ

その他

V ノ广Mふダ

有効回答 
企 業 数

〜4 人

5 〜9 人

10~29 人

30〜99人 

100〜299人

分類不能

24
(39.3)
,1 2  
(30.8)

8
(18.6)

7
(23.3) 

3
(21.4)

10
(16*4)

8
(20.5)

9
(20.9〉

3
(10.0)

1
(7 .1 )

5
(8 .2 ), 

2
(5 .1 ) 

4
(9 .3 ) 

4
(13.3)

1
(7 .1 )

2
(3 .3 ) 
, 2
(5 .1 ) 

1
(2 .3 ) 

1
(3 .3 ) 

1
(7 .1 )

18
(29.5).

14
(35.9)

17
(39.5) 

12
(40.0)

4
(28.6) 

1

2
(3 .3 ) 

1
(2 .6 ) 

4
(9 .3 )

3
(10.0)

4
(28.6》

61
(100.0)

(100.0)
43

(100.0)
30

(100.0)
14

(100.0)
1

計
54

(28.7)
31

(16.5)
16 

(8 .5 )
7

(3 .7 )
66

(35.1)
14 

(7 .4 )
188

(100-0)

ト調査した零細経営の創藥時は，1965年以降が66%以上をしめている。このことから大旧区の調查 

経営の分析を通して, 最近増加した零細経営の実態をもみることができるといえよう。

< 開業年膽>  最近の開業例の多い大田区の場合を中心に，どのような年齢の時に，どめような 

経過をへて，機械工業零細経営が生まれてきているかをみる。創業年別の5 表により明らかばよう 

に，中ギで就業し1956年に23歳で開業した1軒を除き, - いずれの業主も25歳以上での聞業である。 

単純に高校卒業‘時点から考えてみても， 7年以上経過しているものぱかりである。業主自身の意識 

としても，. 独立開業するために必要な-^通りの仕事を覚えるだけでも，少なくとも6 年位はかかる 

としている。ただ，大旧区の中小機械工業のぎ務系出身の業主 (28名中3名) の場合には，熟練工を 

雇うなり下請として利用するなりして，この点の不足を補っている。しかしこの場合でも，開藥す 

る土地での営業等の能力をもつことが不可欠の条件であり，それぞれ10年以上の中小企業従業員の

注a 4) 業主の出身について，全国挺造業全体の数宇をみると，製造業を個人ではじめた中小企業のうち，製造業に雇;Tjされ 

て'0 た者の割合は，54.5% (通産あ1•第4iaj工業実態基本調査報告書J 19ァ1年）にとどまっている。 とのことは，より 

限定された同寒披0 用者IU身の比率でみている港，大[U雨区の機械工業零細経営の数宇が，いかに高いものであるかを 

7Jくしているといえる。

( 1 5 ) 機械工業中小企業の時点での戦前如業企業の比率は , 1 3 . 5 %び第4 回エ巢卖態墓:本調查報告唐J ) であり，港 

区では零細経営でさえとれを上0 り，巾小企業全体では33.5%と地区企業の古さを斤ミしている，それに比して，大til 

区は全く逆の新しい企業中心の工場地带であるととがわかる。

■ — 75 (̂ 186') — —*
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4表a 大田区黎細経营の創業時期(従業者1 〜 4 人)

創業年 1944 年
45"- 
49年

50〜 
54年

55〜 
59年

60〜 
64年

65〜 
69年

70〜 
73年

74年
計

回答1^1 1 0 4 3 5 11 15 0 39

資 料 ：1 表に同じ《

1

%

年

地区\ 1944 年
45~ 
54年

55〜 
64年

65〜 
72年

73〜 
75年 I t 備 考

2 1 11 17 6 37 一般機械器具製造業,
1 6 19 24 18 68 輸送用機械さ！̂ 製造業,

北挑’谷 1 、1 7. 19 9 37 精密機械器具製造業，

東桃谷 0 1 11 20 7 39 金属製品製造業中の

西桃谷 3 0 27 23 10 63 ポルト，ナツト，リベツト

本羽田 0 3 13 34 21 71 •小ねじ‘木ねじ製造業。

羽 EQ 2 2 17 35 15 71 これらの業種について

获 中 0 0 15 13 5 33 個人企業従業者4 人以

南六鄉 ■ 0 2 13 30 21 67 下の数を示してある。

計 9 17 133 215 112 486

資料：「東京都II';築所名簿J1975年。

4 表 C 企業創業年，機械工業 ( ) 内％

従業者模模 戦前 構成比
1945- 
54年 構成比

55~
構成比

65〜 
69年 構成比

7 0 -  
74年 構成比

75年
計

— 4 人 

5 〜 9 人 

10〜29人 

30〜99人

100〜299人

300人以上 

分類不能

9
(16.4) 

13
(34.2) 

17
(42.5)

(48.4)
6

(35.3) 

1

(14.8) 

(21.3) 

(27.9》 

(24.6)

(9.8)  

( し6》

16
(29.1)

10
(26.3)

10
(25.0)

12
(38.7)

9
(52.9)

(28.1)

(17.5)

(17.5) 

(2L1) 

(15.8)

24
(43.6)

10
(26.3)

7
(17.5)

3
(9.7)  

1
(5.9 )

(53.3) 

(22.2) 

(15.6) 

(6.7)  

(2.2)

2
(3 .6 )

2
(5.3 )  

5
(12.5)

1
(3.2 )  

1
(5.9)

, ,

3
(5.5)  

3
(7.9)  

1
(2.5)

1
(1.8 ) (100.0)

38
(100.0)

40
(100.0)

31
(100.0)

17
(100.0)

■1 -

計 61 (100.0) 57 (100.0) 45 (100.0) 11 7 1 182

構 成 比 {33.5) (31.3) (24.7) (6.0) (3.8) { 0.5) (100.0) _

'I

3
m
tctt

資 料 ：2 表d に同じ。

経驗をもっている。

< 独立への経過>  このように一定程度中小工場に勤務し経験をつんだ後独立する場合，どのよ 

うな経過をたどるのであろうか，こ の 点 を モ 5 ^ 大田区零細経営主の劍業年齢(従業者1*^4人）

創業年齢 24歳
25~ 
34歳

35- 
44歳

45~ 
54歳

55歳 
以上 計

回 答 数 1 14 17 7 0 39

：

IS
は
k

デル化して示したものが1図である。この図 

を-利用しながら，独立開業への道を恼ポに説 

明する。

独立をめざす中小工場の工員は，工員として廣われている時から請;t f f t 'で仕事をし，また独立に

資料 ：1 表に同じ。

(16)

注( 1 6 )請負制とは，受注:！:货のーJil削合（通常5制位）を加工担当の従藥良が受けとるととを決めた上で，仕事をする 一*棚 

の企業内下請である。もちろん，との場合機械* 翅屋すぺて動務先の企業のものである》との形は♦ 受注工賃等につい 

て担当；!:員の知るところとなり，独立への足拔トりとして泣敏な機能を果たす0 ' : '

—— 76 (186)
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注( 1 7 )この場合，使する機械を自ら購入しているものと，質料を仏って勤めてい工場から借りるものとがある。

( 1 8 )知人関係とは，1?1分より前に独立したかつての同位であった自常業主，つとめ先に出入りしていた材料商，：n具商, 

つとめ先り受注先:！:場の営業関係の人間等の工場をとりまく多様な人々によって形成されでいるものである。

— ~• n  \187、——  ■

〜 1き す又*^鉢她攀城多f鋼をぱ、 rs^'K 〜ハ;t ■ ん す ，>をごぐ/̂微策换ル:

資 料 ：1 表に同じ。
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備えて工具を自ら撒え，仕事の受注内容についての知識の！® をひろげ，独立の準備をす;^ものが多 

い。これらが，まず，親工場の7-部を借りて（坪借)，自らの裁量で今までつとめていたところの下
ひ?）

請を行う0 これが独立の第一歩である。ついで，仲間と一緒に1工場を借り > 分割して使ったり，

棟割工場を借りたりして，親：!:場から空間的にも離れることになる。

受注先の開拓が必要なのは，ほぽこの段階以降である。自分の勤めていた工場から仕事をわけて 
. (18)

もらうものもいるが，多くは勤めていた時代に形成された知人関係を通じて新たに獲得していく場

合が多い。この借工場の初期には，いわばもぐりで営業することによって税金を納めず，その後の

本格的営業のための資金をたくわえるものもいる0 この借工場の時代がうまく景気の波の上昇期と

重なり合うならぱ，長時間労働を基礎にして，ま己所有の工場をもつことができるようになる。独

立の経過は以上のような順序をへるのが典型であるといえる。もちろん業主によりその経過は異な

り，この過程のすべてを経ないものも多い。

1 図 中 小 機 械 工 場 工 員 の 独 立 ，新規開業への経路と目棵

<従業上の地位〉〈工場の形態〉 <ェ具，機械の所有〉 <受注先開拓>
月給制 

請負制

坪 借

借工場

持工場

親工場の1部义 

仲間と共同で

棟割ェ填{

1戸建工場

工具購入 必要なし

敷 地 .機械借用 

敷地のみ借用，機械購入

(月賦） 受注先開拓
>つとめていたエ 
場から法文

未登録  ♦つとめていた所
登 の 受 注 先

' ，新規に開拓 
外交による 
知 人 （材料屋， 
同業者》の紹介

備 考 ：上から下へいくに従ってより確固たる基盤にたつ零細経営とみることかできる<

6 表 零 細 経 営 借 工 場 の 事 例 ( 大田区）

m 例 家 貨 住居の有無 作業場の 
広 さ m’ 創業年 備 考

1戸建借工場U) 2 万円 . 無 40 昭和28年
(2) 7万5千円 住居つき 23 48年
(3) 8 万R 住居0 き 42年

棟 割 エ 場 (1》 3 万円 無 17 44年
(2) 4 万円 無 27 48年
(3) 6 万R 無 44年

. (4) 7 万円 住居つき 25 48年
坪 借 ェ 場 (1) 4 万円 無 , 2 3 46年 3 軒や一工場

(2) 9 万円 無 66 先代継承 兄弟で一工場
昭和51年10月 
貸工場の広告の例

7万5千円 無 40 保IIE金10ヶ月
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< 独立時の資金>  こめように借工場によって独立開業する場合，どの位の資金が必要やあり； 

どのような機械をどのようにして撤え，どのような工場を手に入れることができるのであろう力、。 

結論にいうならぱ，案外少額の資金で開業できるのである。 .

工具等については，独立をめざして嵐用されていろ時から雕入しておくのが通例力あるので，こ

こでの問題にはならない0 問題は工場と機械である◊ まず工場であるが，これは貸工場を利用する
. , 

ことになる。この場合の家賃および-^時金の事例は6 表に示した通りである。最近借りた#例から

みて，月々の家貧は4 万円から75千円までの間にあることがわかる。とれに保証金が必要となるが,

広告事例によれば10ヶ月分ということで、ある。ということは，当時の中小工場の熟練工の給与が零

細経営でも1 月12方円〜20方円で、あり，好況時には年2 ヶ月位の；̂̂ーナスがでた事実を加味して考

えると，工員にとって借工場を借りるためには3 〜 4 ヶ月分の給与をためることを必要とするとい

うことを意味しているといえよう。当初から独立をめざして10年前後勤めている人間にとっては，

それはど無:理のいるぼではないのではないかと思われる。

次に，機械の方であるが，これは機械を販売する中小商社による割賦販売制度の普及によって，

かなり高額なものまで容易に癖入しうるようになっている。支払い方法の事例を整理すれぱ7 表の

ようになる。 1 〜 2 年め月賦購入が多いことがわかる。しかも，この方法で麻入される機械は， K

精 密 （従業者3人，1%9年創業）が総額500万円にのぼる機械3 台を20回月賦で購入（ただし創業時よ

り順次3 台購入）した，例でもわかるように，かなり値のはる（1台100方円以上）ものが多い。 この

点をいくつかの事例について8 表に示しておく。

7 表大田区零細経営(従
業者1〜4人〉最近時 
後械購入支仏方法

8 表 綱 邮̂ 闷 )

支 払 方 法
分割払い〜 12圓 7

13~24 回 7
25 ~  30 回 2
回数不明 3

制度融資 2
錫行借入 1

計 22
資料：1表に同じ。

事例 旋盤
. シ エ 一

ノ で 一
フライス 備 考

No.1 200 130
No. 2 150
No. 3 140 190
No. 4 180 100
No. 5 35 中古で購入
No. 6 175
No. 7 85 '
No. 8 150
No. 9, 148
NolO 250
No.ll 90 120
No.l2 180
平均 149 117 190

購入価格は最近時購入機械の1台当り価格である< 
資料：1ま【こ同じ◊

以上みてきたように，独;iz：開業は，順次独立をめざし準備段階を経る- と，まf■こ借工場，機械の 

割賦購入の存4在等により, かなり容易である。しかも機械そのものもかなりレペルの高いものを備

•-----  78 ( IBS') ■— ~
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大都市における機械工參零細経営の機能と存立基盤 

え*つけることが可能なので▲さ0 

< 所有機械の状況>  このような経過を:^て独立した零細経営は,..どのような機械をどのような 

組合せでも.つているか，以下でみる0 -このために作成したのが9 ま （大旧区の事例）と10表 （惜区の

9 表大田区零細経営機械所有状況（従業者1 〜4 人） （単位 . 台）

主要工程別
王要所有機械

セ要て程別
主 要 所 有 機 械

享 例 旗 盤
シエ一 
パー

，フラ 
イ ス

m 例
旋
盤

シエ

パー

フ ラ  

イ ス

夕 レ

ッ h

プ レ

ナ 一

自
動
機

ベンチ

レース

研
磨
機

そ の

他
旋盤加工{1》 

(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)
(10) 
(11) 
(12)

2
3 
2 
2 
1 
1 
2 
2 
1
4 
7 
1

1

1

1
1

1
1

つ ラ イス 加 工 (1) 
(2) 
(3)

夕 レット 加 工 (1) 
(2)

ブ レ ナ ー加:a i)  
自動機加工(1》 
金型生産 (1)

3 1
4
2
2

3
3

1
2

5

1
2

3
3

2

2
プレス2 
コン夕一 

マシン1

計 28 4 2

事例）である。ここからみてとれることは，同じ機械加工に従事している従業者4 人以下の経営と 

い免ども，所有機械の組合せは多種多様であること，同時にそれぞれの’経営が加工の軸となる機械 

を所有していること， この2 っである。っまり，それぞれの零細経営は如エの中心となる機械——  

旋盤とかフライス盤一~- を持ち，多くはその他に加工上関遮の深い種類の機械を数台もっという形 

をとっている。もちろん中には旋盤1 台のみという経営もあるが（大H1区，例中の4軒，ただし簡単な 

ボール盤やグラインダーは数に入れていない) , 多くは数台の機械をもっている。

これらの機械はいずれも讽用聖の機械であるが，機械の大きさ等に特徴をもっ機械が多い。例え 

ぱ，同じ旋盤でも大口径の機械をもち他は外注加工に依存しているもの，ペンチレースぱかり7 台 

もち小物ぱかりを手がけているもの，という具合である。この背景には，もちろん業主の熟練のあ 

り方の差異もあるが，他方でそれぞれの経営が自らなしうる加工工程に特徴をもたせようとしてい 

ることを反映している。しかし，このことは反面で、，各経営が自経営内で多様な加工を行うことが 

できず，多様な機械を組合せる必要のある部品加工の場合, 各経営はごく-^部の部分加工を行いう 

るのみということになる。切削加工だけでも自経営内で完了し5̂ぶいのである。

< 零細経常の出自と所有機械からみた特徵>  本節でみてきた点について，零細経営の特徴を耍

注( 1 9 ) 大ID区で貸工場の供給が多いのは，のり干し場綴;地 （東京湾激業の消滅による）の存在，大中工場移転跡地の存在と 

住宅地化の相対的遅れによる。最近になって小零細工場移転綠地を利用した，いわゆるミニ!}^発による住宅地化が進ん 

でいる。♦ 後このことは，工場地带としての大m区南部の存立にとって重要な意味を持ちはじめていると思われる。

港区では，より都心に近いことにより，大中工場趟地は贷工場の跋i設にむけられず， 々ンシa ン建設を結果した。こ 

れは港区の工場地帯の存立を困難化する力向で作；f jしている。
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10表港区梭械部品，加工零細経営機械所有状況
a 従業者1 ~ 2 人 (単位：台）

事例 普通旋整 プライス 自動族盤
夕レット 
旋 盤

研削， 
形削， 
平削盤

プレス その他 計

No.1 2 2 4

No. 2 5 1 4 10

Na 3、 2 1 3

Na4 5 4 1 6 16

Na5 2 一 4 6
4No. 6 1 3

No. 7 2 1 1 4

Na8 2 V 2

Na9 1 1 5 7
4NalO 2 2

Noll 3 13
4

3 19
4Nal2

5Nal3 3 1 . 1
5

10
7Nal4 2

2No.15 1 6 9
3Nal6 1 2

No.17 2 2

N0.I8 1 1

備考：普通旋盤中心のものNal,2,3,5,6
普通旋盤，フライス盤中心のものNo.4,7,9 
自動盤中心のものNall 
研削盤中心のものNal2 

資料：2表bに同じ。

卷線機中心のものN<xl6 
夕レット中心のものNalO 

，内職的なものN0.I8

10表 b 従業者3 〜4 人 (単位：台）

普通旋盤 フライス 夕レット. 研削，形 
削 *平削

そ の 他 計

旋盤中心のもの5 社平均台数 4.6 0.4 0.2 ,0.6 2.4 8.2

. . . プレス 洽接機 切断機 析曲後 普通族盤 その他 計
プレス . i容接中心のもの11社平均台数 3.4 0.8 0.7 0.4 0.6 2.7 8.7

上記16社以外のもの

け

事 例 普通癒盤 フライス 夕レット旋盤 研磨機 彫刻機 n ク0 その他 計
No.1 0
No. 2 1 1 1 2 5
No. 3 , 6 6
No. 4 1 4 1 6
No. 5 3 13 16
No. 6 1 *■ 4 5
No. 7 2 2 1 5
No. 8 1 1 2 5 9
No. 9 1 4 2 7

注：No.1組立て配線No. 3規付け塗装 
資料：2表bに同じ。

- .

約すれぱ次のようになるであろう。 '

10年近くの工員経験をもつ熟練機械工が，例*用工作機械，それもそれなりに高額な機械をもち， 

それぞれ特徴ある組合せで所有している状況にあるといえる6 しかし？その機械所有の状況及び従 

業者数から，孤立して部品加工を担当するととは不可能であり，補完しあう多数の小零細企業とと 

，もに密集して存ギ£する必要がある。また密集の中に存在するがゆえに■部分加工に特化しながら存立

— 80 (190) -
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11表大田区零細経営の受注先別分
布 (従業者！〜4 人）

大都市における機械工業零細経営の機能と律立基盤

していけるのである众

n r零細経営の取引関係

以下では， I 節で明らかにしたように，相互に補完しあわねば存立できない零細経営が，具体的 

にどのような取引開係をとり結ぶことにより，存立しているのかを明らかにしていく0

1. 受注先とのつながリ

< 受注先の業態 >  受注先のメーカ…，商社等の別をみると，大旧区11表，港 表 の よう にな  

る。大田の場合ほとんどメーカーであるのに対し，港区では一*部商社が入っている。しかし》い 

ずれにしても主としてメーカーの下請であるという性格には 

かわりがない。この場合のメーカーは> 中規模完成品機械メ 

一力一の場合もあれば，部品加工のみを行っているメ一力一 

の場合もある。完成品機械メ. ~ 力一から受注し，.ているもの.を 

1次下請とするならば， 1次から4 次下請位の幅で多様な段 

階的つながりが存在している。零細経営であるがゆえに，す 

ベてが2 次 3次以下の下請.'で'あるとはいえない。この点を注意する必要があろう。

< 第 1位受注先の規模 >  大田区と港区の零細経ぎにとっての第1位受注先の規模をみたのが13 

表と14表である。これをみると，零細経営の中にも従業者300人以上の企業から直接受法している 

経営から， 9 人以下のS らと同じ零細経営を第1位受注先とする経営まで多種多様である。この‘こ 

とは，大都ホ零細経営の多様性を示すとともに，単純なピラミッド型の下請段階構成を想定できな 

いことを示している。さらに，大田区で約半数そしで港区で3分の1強の零細経営の第1位受注先 

の従業者規模が100人以上であるという事実は，零細経宵の受注先が大中企業にまでひろがってい 

ることを示しているのである。

< 受注先社数>  多様な規摸階層の下請をしている零細経営は，どのくらいの数の企業から受注

受 注 先 回答数
.独したメ一力.一 
メ ー カ ー の 下請業者 

そ . の 他  
記 入 企 業 数

8 ( うち4 ) 
11(うち7) 
1
15

倘 考 ：（ ）内は受注先1種のもの< 
資料：1 表に同じ。

I

( 1 種類への販売額が60%以」こしめる；Jの)
従 業 者  
规 模

親メー
力 一

問屋 * 
商 社 小売店 官公I t ( R r i « )

その他 いずれも 
60% 以下 計

1 , 2 人 9 (2 ) 4 (2 ) 1 2 10
3, 4 人 18(5) 3 2 1 24
5 〜 9 人 15(1) 5 1 2 23
10〜19人 . 10(1) 1 1 1 13

計 52(9) 13(2) 0 1 4 0 6 76
備考：（ ）内は1社卑属の企業でうち数。 
資料：2 表bに同じ。

8 1 {191)
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14表港区機棱部品，加工小零細企業第，位受法先規模

受法先規模 回答数
1 〜9 人 0
10~19 人 2
20〜 29人 3
30~49 人 0
50~99 人 2
100~ 199人 7
200人以上 1

計 . 15

\ 受注先{；£楚«  
規模

従襄ち规ゆ
9 人
未満

10〜 
19人

20〜 
49人

50〜 
99人

100〜 
299人

300人 
以上 計

1 , 2 人 5 1 3 1 3 1 14
3, 4 人 3 3 3 6 4 25
5 〜9 人 4 2 1 12 19
10〜19入 1 1 2 10 14

11 4 11 7 12 27 72

資料：1表に同じ。

15表大田区 S 細経営受 
注先社数
(従業者1 〜.4 人)

資料：2 表b(こ同じ,

16表港区機楼部品加工 
零細経営受注先社数
(従業者1 〜4 人）

17表大田区黎細経営第 
1位受注先依存度
(従業者1 *^ 4人:)

受注先社数 圓答数
1 9

2» 3 11
4, 5 7
6 - 9 1
10-19 4
20以上 3

計 35

受注先社数 回答数
1 9

2, 3 12
4, 5 8
6 - 9 8
10-19 5
20以上 3

計 45
資料；1表に同じ。

依 存 度 回答数
100% 6

70-100 7
50-70 7
40-50 3
30 〜 40 2

30%未満 3
計 28

資料：1表に同じ。資料：2 表b に同じ。

しているのであろう力、，こめ点について大田区と港区の調查結果を示すと，15表と16表のようにな 

る。大田区の場合， 1社平均3 社という結果がでている。港区の場合， 5 社以下が3 分の 2 をしめ 

ているが，大田区とくらべると社数の多い経営がめだっている。專厲的にある1 社とのみ取引して 

いるものをとりだしてみると，大田区では38軒中 9 軒 （1Sまに面接結果をくわえたもの）をしめ，'港 

区では45軒中 0 軒と，いずれも20%台をしめるに僵まっている。零細経営といえども1 社専属のも 

のは決して多数派ではない。ただし，17まからもわかるように，大田12：で第 1位受注先の受注にし 

める比率が50%をこえる経営は, 1社専属のものを除いてみても，22軒中 141■ホと過半をしめてい 

る。この点は，後ほど問題にするぎ細経営の顏型化との関連で重要な意味をもってくる。すなわち， 

1 社専属の経営を含めて8 割近くの経営が, 主取引先（いわゆるrメインJ ) をもっていると評価でき 

るのである。

< 主受注先の存在と変動>  この主受注先の存在を理解する上で注意しなければならないことは， 

主受注先が変励することが間々ありうるということである。これは城南地城に立地する格巧说加工業 

全体の特色にもなるが，京浜:！:業地帯の一^部に存在することによる多様な機械関係業種からの受注 

可能性から生じる0 すなわち，自動：̂ , 造船,重電機等がそれぞれ独自の好不況の波動を示すため 

に，各零細経営もその末端に連なるものとして影響を受け，受注の中心となる業種が変化する。こ 

の業植の染化が，いくつかの受注先の比重の変化すなわち生受注先の変化として表現されるのであ 

る。

例をあげるならぱ，1974年の不況で大打撃をうけながらも何とか経営を維持したK：製作所の場合

- — 82 (j[92)



大都市における機械工業零細経営の機能と存立基盤 

などその好例であろう。74年まで造船関連の1 次下請を主受注先としていたK 製作所（大田区,旋 

盤加工中心,従業者2名) は，今回の不況で造船からの受注が激減したので， 時は1 ヶ月で加工貧収 

入が数方円という月が続いたが，その後ま勘車工場の補用部品の1 次下請を主受注先とすること 

により，.親子2人の従業者が生活していける程度に生産量を圓復させている。この場合, K 製作所 

は従来からま動車開係の仕事も受注していたのであるが, その比率はわずかなものであった。

との例で典型的に示されているように，いくつかの業種関連の部品加工を受注することができ， 

その中で主受注先を代えることが可能であるという点に，この地域の零細経営の特徴の1つがある。 

なお，この点を強調することは，先に示したぎ例でも表現されているように，受注継続年数が長期 

にわたっているということと雨立しうることなのである。受注先業種の比重の变励なのであり，業 

種転換なのではない。

< 受注先との関連での零細経営の類型化>  受注先としての取引先との関速の仕方を各側面につ 

いてみてきたのであるが，これらの点を念頭においた上で、，受注先のあり方からこの地域め零細経 

営を類型化するならば，大きくわけて3っにわけられる。

類型1 <  中核型 >  従業者20人以上位から数百人位までの機械メーカ-^ないしは部品メーカーを 

主受注先とし，さらにいくつかの常時受注先をもち，必要に応じて仲間（同規摸クラスの加エ業!'!̂  ̂

仕事も受注している零){II経営を1つの類型としてとりだすことができる。この類型に分類されるも 

のが，.最も•一般的である。つまり，数も多いし，零細経営集団の中核的な存在なのである。この類 

型の中には，前項でもふれた，いくつかの業種と関連する複数の受注先から受注し，その中の1つ 

を主受注先とする経営のほかに，中堅企業の享属的下請となっている释営，中堅企業の窓口企業的 

存在となり自ら数軒の外注先を常時確保し組織している経営も存在する。

類 型 専 門 特 化 型 >  多数のぎ細経営から受注し，しかも，特殊な加工用の機械と技能をもち, 

零細経営の部分加工のさらに，1部にあたる特殊な部分加工に徹して受注している経営である。メッ 

キや熱処理等の零細経営の中には，このような受注形態をとる営も多いが，機械加工を行いなが 

ら，この形熊の受注を行っている営力';存在する。これは機械加工零細経営層内でのさらなる社会 

的分業’ 特殊加工への特化の場合といえる。

一例を示せば， r 製作所（大旧区, ねじたて加工，常時従業者4人）の例があげられよう。 I 製作所 

は零細経営には珍しくねじたて用の転造盤3台をもち，他のねじきりやねじたて用の機械をも利用， 

しながら，常時60〜70軒の小霧細企業からねじ切りやねじたて関係の仕事を受注している。その売 

上げは1 ヶJ5220方円から230万円位であり， 1軒当り受注高とすれぱ平檢4方円位になる。しかし， 

こまかく受注し所-有する機械の特色を生かし特殊加工に撒することにより，エ貧収入だけで0?外 

注部分を除いても）従業者1人当り40万円/ 月の売上げを示して1̂、る。これは類型1に分類される経 

注( 2 0 ) 仲間の意味‘ 機能等についズは，後に評しく述べる。 .
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営にくらべても★ かなり高い収入水準といえる0

類型 3 < 不安定塑>  最後に分類されるものは，前 2 者がまとめて受注したが，量的にこなしき 

れない時に，もっぱら発注利用される存在である。颜型 1や 2 に分類される零細経営が受注する仕 

ポの内容は，後に詳しくふれるが， 1 つの特徴として納期が# 常に様々であるということがある。 

本来，より大規模な企業にとっては半端な仕事を零細経営が受注するという面が強い。したがって， 

納期が極端に短い等の理由から， 1零細経営では量的にこなしきれない受注もでてくる。この部分 

を外注にだすことも多い。これは <  中核型 >  の経営にだされることもある力';,このようなより半端 

な仕事のみをひきうけている経営も存在する。これが類型の3 である。より規模の大きな主受注先 

をもつことのできない零細経営である。その意味で前2 類型の経営とくらぺて，存立基盤がより不 

安定なものといえよう。

その例としてM 精 機 （大旧区，旋盤加工，従業者1人）があげられる。主受注先もなく，零細な受 

注先10〜16軒と不安定な受注開係をとりむすんで、る。またこの経営Vこは加工工程にもこれといっ 

た特色はない。不況からの回復もおもわしくないようであった。

なお，これらの類型については，本節の最後の項17*零細経営の取引関係一 まとめJ でもう- j度 

相互関連を中心に梭討を加える。

以上, 類型わけしながらみてきたように，機械加工零細経営層といえども，その内部に一定の受 

注関係上の位置が存在し，いくつかにわけてとらえることのできる存在なのであ’る。このような多 

様性のもとでのつながりが，零細経営層が層として独自に機能することを可能にし，零細経営とし 

ての存立基盤を形成させているのである。この点は，以下での取引の地域的ひろがりや,零細経営 

の外注等をみることにより，より明確にされる。

2. 受注先の地矮的ひろがり ■

< 零細経営の.受注先の地域的ひろがり >  零細経営の受注先のひろがりを地域的にみると,港区 

0 8表）の方が大旧区（19ま）のそれより，より広範[fflにひろがっていることがわかる。古い工場 

地帯であり，現在は工場地帯としての性格が弱まりつつある’港区では，大1H区にくらべれば零細経 

営といえども同一^区内程度の受注先のみを対象としていては経営を維持しえなくなっているのであ 

る。これは18までわかるように，港区内に存在しながら港区に受注先がない経営が36%もあり， 

逆に港区内にすべての受注先がある経営が3 軒 （7 % ) しかないことからも明らかである0 この点 

は対城南地域としてみてもいえる0

それに比して大ffllg：の零細経営の場合，受注先は大IB区内及び神奈川県が皮倒的に多く，地域的 

な完結性が相対的に強いことがわかる。例えぱ，調查37軒中大旧区に取引先のない経営は3 軒 （8 

% ) にとどまり，池区と好対照をなしている。 ，
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18表港区梭械部品，加工小零細企業港区内受注先社数比率

従業者規模 1,
2 人

3,
4 人

5 ~  
9 人

10〜 
19人 at

0% 8 8 5 5 26
10% 未满 0 0 2 2 4
10-30% 0 6 1 4 11
30-50% 2 6 2 0 10
50-70% 6 4 9 2 21
70 〜90% 0 2 0 0 ?.
90 〜100% 0 0 0 0 0

100% 3 0 3 0 6
計 19 26 22 13 80

19表大田区零細経営受a 先地域別社数

受注先地域 取引先
軒 数

記 入
企業数

ク}i一 受 注 、
Uk区のもめy

1.大旧区内 30 12 (うち6》
2.都内U を除く） 4 2 ( 0 )
3.他府県 11 7 (うち2〉

計 45 15
資料：1 表に同じ。

零細経営の存立は，取引先との時間距離に強く影響されるのであるから，上述の事態は大田区:で 

の立地が港区にくらぺて有利であることを示しているといえよう。しかしながら，大田区にくらぺ 

れぱ受注先が地域的に分散し遠距離にあるといえる港区零細経営といえども，港区内のより規模の 

大きな層にくらべれば，格段にま区内および城南地域との取引の，比重が高い。これは港区なりの条 

斤のもとで零細経営はできるだけ近接した受注先を確保しようとしているとみることができよう

また他面において，專任の営業担当者をもちえず，自分の力ではごく近い取引先としか取引でき 

ない零細経営が，賠離の離れた中小企業の仕事を受注している事実がある。このことは,移転した 

中小企業を含めて地域外の中小企業が積極的にこの地域の霉細経営を下請利用しているということ 

を意味しよう。これは港区はもちろん，近年神奈川県方面への中小工場の転出の相次いだ大田区の 

場合にもいえるのである。大田区の場合,中小工場の転出先と区内零細経営の受注先の地域的ひろ 

がり範囲とがか？，ぼ一致する。 このことは大旧区ぎ細経営め受注先が他区（特に城東地域）より神奈 

川県に多いことに典型的に表現されている。 .

このような港区，大田区の状況は，発注側企業にとって，自i t が地域外に転出したとしても,距 

離的にはなれている城南地域の零細経営を利用することに，依然としてメリットをみいだしている 

ことを意味しているといえよう。その好例として，機械完成品メーカーである0 社 （神奈川県,従業 

員110人）があげられる。0 社は以前には大田区に本社工場ともあり，大旧区内の小零細企業を多数 

下請として利用していた。その後生産拡大一一■工場拡大のため工場を全面的に神奈川県内陸部それ 

も厚木以西へと移転させている。調査時点（1976年）で 75社の下請を利用しているのであるが，そ 

のうち3 分の 1 の25社は大旧区にあり，地元神奈川県には15社しかない。こりように大量の大田区 

に所在;する下請企業（零細経営力，、かなりの数合まれていネ）を利用可能にしているのは，材料倉i i を大 

旧区に残し，.そこを軸としてトラックで発注先を巡回し，材料の供給と製品の回収という方法を利

注(2りこれらの点を，束京都信;11金綱な会 i■中小企業の地縁性突態調査■ !1974年，の調査結果で確認しておく。販売額にし 

める自区内の比率が最も高い棋業所の制合を製造業についてみると， 1人〜4人で23H：中最も高いもの力*、大ra区で71‘ 4 

% である。地区は4播目の62.5%であるが♦ 自区内取引の多い印刷業の存在（地区前揭P. 5 0 9 )を考えると，機械工業 

では大ffl区とは大きな墓があるととが走されるOKjK都信用金f im 会，前揭書，P . 19)。
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用していることによる。逆にいえば,この企業にとっては够転後も社努力によって大旧区の下請 

を組織的に利用する必耍性があり，近跟離の神奈川県内陸部の小零細企業の利用による代替が困難 

であるという事情を示している。この必要性の具体的内容こそが，大旧区を中心とした城南地城の 

機械工養零細経営の独自の機能と存立基继を与えるのである。

’< 城南地域中小メ カーの発注先地域 >  発注侧としての城南地域にある中小機械メ一力一及び 

部品メーカー侧からみた下請の地域分布をみる。この場合，下請の多くは後械加工小零細企業であ 

る。20表に示したように，外注先社数にmざ内のしめる比率が50%以上の企業は，港区では1割弱 

の 9 社であるのに対し，大田区は18

社中14社と8割近くをしめ，全く逆 

の結果となっている。特に従業者30 

人以上め企業に服ると，港区では半 

数以上の下請) 港区にある企業H 社 

中 ゼ 大 田 区 は 8社中4社となっ

20表 中 小 機 械 ，部品メ一カ ー の 外注先のうち 
自区内が社数で50% 以上のもの

回 答 数 ’ ま区内50% 以上 比 率
従業員规模 大W区 港区 大E 区 港区 大田区 •港区

5 〜9 人 2 39 2. 3 100.0 7.7
10〜29人 8 39 8 6 100‘0 15.4

. 30〜99人 8 14 4 0 50.0 0.0
計 18 92 14 9 77.8 9.8

資料：I 表と 2 表bに同じ。

ている。このことは，港区の工業地帯として自区内結合の弱さに対して,大田区のそれの強さを明 

白に示している。

ただし，大由区に所在する機械工業中小企業といえども他府県に下請をもつものがI 6社中10社 

あり， 1社当り平均3.S軒の下請を他府県にもっている。この事実と大田区?0零細経営が，15社中 

7社まで他府県に受注先もっているという事実とを考えあわせる必要がある。これらのことは,大 

田区ほど機械工業が密集した地域であっても，零細経営の下請地域開係はま区内で完結するもので 

はなく，隣接卵:とのつながりをかなりもち，その中で自区内が中心であることを示している。この 

点を無視してはならないであろう0

3， 受注先とのつながりの形成のされ方

前述したように，機械工業中小ぎ細企業の大密集地である大区でさえ，零細経営の受注先地域 

はかなり広範KHにわた力ている。こ の ような城南地域セの広範囲にわたる受注先とのつながりはど 

のように形成されるのであろうか。零細経営にとって受注先とのつながりの形成のされ方は,独立 

開業時とそれ以後では相違があるので, 分けて検討する。

< 新規に開業した場合> 新規に開業した場合には，2つの受注先開拓方法がある。 1つは勤め 

ていた所から:PJ下請として受注するか一部受注先をわけてもらう場合である。これらは一棚ののれ 

ん分けといえるが，最近の例としてはあまりみられない。一般的なめは自ら受注先を開拓する場合 

である。この場合でも，何らの紹介もなく注文をとりに中小工場をまわるという方法と知人を通じ 

る方法とがある。前者は効率的とはいえずあまり一般的でもなく，後者が独立時の"-般的方法とい

—一 86 ( プ̂?の —— ^



■ソ.Mijigi,."ル 核 き？■想，

大都市における機械工業零細経営の機能と蒋立基盤 .

える。後者は知人•一- 勤め先の得意先，出入りしている材料商 ‘ 工具商,元の同僚等によって構成 

されている' ~ 一の紹介によって受注先を獲得する方法である。この場合でも第1 回目の受注は、わ 

ぱ試しでニあり，技術 ，技能等が確められてから本格的に受注しうるようになる。

. < 長年経営しているものの場合>  何年かすでに経営を維持している経営の場合も，一般的であ

るのは，やはり知人及び仲間—— 同業の友人—— の紹介である6 この場合は開業時と異なり,紹介 

者である知人• 仲間にとって当該零細経営め業主の技術‘技能や分野の得意不得意および仕事に対 

する態度等の評価をかなり明確につかめるため，その分だけ自分にあった仕事を紹介してもらうこ 

とができる。

< 発注する侧の場合>  発注する側が新規の発注先を探す場合にも，先に知人関係として示した 

ようなつながりを利用して，見つけだすと.とが多い。何らの知人の紹介，評価なしで,とびこみの 

発注者から受注し，とびこみの受注者に発注することは，代金支拓 い̂の確実性や納品の品質，期限 

の確実性に問題が生じることが多く，発注者，受注者共に余程仕事のやり手がないか仕事がない場 

合を除いて，ありえないようである。

< つながりの形成のされ方のもつ意味>  このように既存の知人関係を媒介にして受注先を開拓 

していくという零細経営のあり力は，大田区のように極度に中小零細企業の资集した地域でも,個 

々の零細経営のつながりうる範囲を狭いごく限られたものにする。この点をまず認識しておくこと 

が必要である。しかしそれと同時に，先に述べたような知人開係をそれぞれの零細経営がもってい 

るということは, . それぞれにとってつながりは狭く限られているとしても, 工具商，材料商や同業 

仲間を媒介環として，それらの.つながりは全休として複雑な網の目のような関係を形成していると 

いえるのである0，.

4 . 受注する製品，加工工程の!質  1

機械工業零細経営が受注するのは，どのような製品のどのような加工工程であろう力、0 この点も 

明らかにするのが, ここでの問題である。 \

< ロットの規模>  従業者規模と前述した所有機械の状況からすでに明らかなように，そこで行 

われる加工は， 2 ‘ 3 種の沉用工作機械を利用した，部品の部分加工がはとんどである。しかも， 

これらの部品の受注規模は饥用工作機械の利用に適する規模であることからもわかるように，きわ 

めて小口ットである。普通旋盤加工を中心とする経営の場合，受法する1 単位は, 1 ロツト1個と 

いう文字通りの堆品から，1,000個位までであり，多くは200〜300個どまりである。タレット旋盤 

加工では，加工機械の性質上多少ロットは大きく，1 ,000個位のものが多くなる。また，フライス 

加工のロットははぱ普通旋盤加工と同様である。ただこの場合注意する必要があるのは，加工工程 

そのものの複雑さは， ロットの規模にかかわらず多様であると，いうことである0 共通にいえること
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は，それぞれの巩用工作機械にとって，もっともロット规模の小さなクラスの部品加工を，いわば 

単品的な部品加工を受注しているということである。

< 発注側が小口ットの仕I f を発注する理由>  発注側が何故このようにロットの規模の小さな部 

品加工を外注するのであろうか，この点についてはいくつかの理由が考えられる。 の 1 つは，零 

細経営へ発注する部品 ‘ 加工ェ種は，数がまとまらず手間がかかり， 社内の設備で充分加工でき

ても，自社の間接費部分の比率がかなり高く くみこまれている時間工賃水準ではひきあわない部分
(22)

である。ついで、，発注する伽にとって人と後械とをま社内に常時備えておくには，その部分につい

ての自社の仕ぎの量が中途半端であり，外注にまわした方が好都合であるような部分があげられる。 

この内製するには仕ぎの量が,半端であるということは，単1C一時点をみて決められるのではなく， 

仕事量の変動の可能性と程度を考慮に入れて考える必要がある。当面内製し専用機で、生産した方が 

コストが低くなるとしても，長期間の安定受注の見通しがたたねぱ,中小メ カーは零細経営を外 

注利用することによって需要にあ、え，固定資本の負担を小さくしておこうとするであろう。また， 

試作品等も当]i 単品的に生産されるがゆえに，外注される部品加工の1つである。

このよ,うに，いずれにしても数のまとまらない半端な量的に変動の多い仕ま：あるいは全くの単発 

的な仕ぎというように，ェ賞はよくないし手間もかかるという仕事が零細経営に発注されるのであ

る。ただし，内職家内労働者のような単純な不熟練労働力では，こなすことのできない仕事なので 

ある。なお，このような半端な仕事でも長期的にみるとくり返し発注されるものも多い。これらの 

息の長い小口ットものが零細経営の側にとっては受注の1つの核となる部品加工なのやある。

< 納期の変動と多様性>  小口ットであることとならんで，零細経営に発注される仕享の特徴は， 

納期が変動しやすくまた多様であることにある。半端な仕事であるだけに受注する仕事の納期はき 

わめて多様であり，変動も激しいのである。その中でも r特急品丄と俗によぱれて い る ものには，

期発注され材料が運びこまれ夕方には納品されるような，我々にはちょっと想像のつかない発注品 

も存在しているのである。もちろん，毎月小ロットではあるがほぽ決まって受注し，納期に余裕の 

あるものも存在する。しかし最近のような不況時では，安定した受注は少なく'なり，受注量と納期 

の安定性は大きく崩れがちである。

このような納期の多様性，不安定性のもとで受注を可能にし，発注する側の耍求も満足させうる 

成果を得ている背景として，零細経営の密集的存在が重要な意味をもってくる。孤立した存在であ 

れぱ，数人の経営が激しい納期の変動に耐えることはできない。納期にまにあわなかったり，暇が

注(22) 小企業の受注エ質はIHらの零細経営への発注エ貨より2〜 3割 高 、。それにもかかわらず内製するのは，間接費の

高さをつぐなってあまりあるコストの低さ力*、，链のでる!^ダトの大きな製品に孩在するととによる。 これは多様な人と 

機械と劇ij機の使/nによるものといえよう。さらに納期と安定的なボ濟の確保のためには内製が必要となる面がある。 

ただし好況 jWにはポ細経常への発注エ货め中小企業の内製にくらベての低さは失われがちである。

( 2 3 )逸のでるものと塞のない工賃では，手問からみれぱ低ェ货といえる。
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生じてしまったりが極端に生じ，経営として成立しえないであろう。ここに後に述べる「仰間j 収 

弓Iの存在のような集0立地の優位性が発揮されるのである。

さらに，納期やロットの変動，発注のくり返しの規則性のなさ，これらの条件のもとで，スムー 

ズな受注が行われている1つの要因として，次の点も見逃してはならない点である。すなわち , 同 

じ内容のものが2 度目以降発注される場合，指値变更，見積りのしなおしや仕様書の再提示などが 

行われず，前回の条件でそのまま受注されるという形態が一般的であり，そのととから， r特急品J 

なども可能になっているという点である。

5. 零細終営の受注形態

規受注時の4つの受注形態〉 零細経営の受注の仕，方を，中小企業から零細経営が受注する 

場合を中心に整理するならば， 2図のようになる。この図で示したのは，今まで受注したととのな 

い製品，もるいは新たな内容をもつ加工工程を受注する場合である。 1から4 まで示した受注形態 

のうも1〜 3が基本形態であり， 1が最も多い形態やある。

______________  2 図大田区零細経営の愛法形態

1 . [ S 期 ，S 注 個 一 見 積 り 一 ""〔入札) 一 * 話し合い）一'»■単価決定
注 文 書

2 .指値 . 注文參.仕様言 一^受注決定 （納期 *個数） 

3•仕様言•注文書: ，原材料一，生産(受注）一 >単値決定 

4 .注文(個数 . 概要)原材料一—仕様言作成一>生産一— 単価決

1は，まず発注側から仕様書と注文個数• 納期が示され，受注側が単価を見積ることからはじま 

る。兄糖られた単価をもとに入札するなり，雨者の話し合いが行われ調整されるなりして，最終的 

に単価が決定される。それにもとづいて発注受注関係がとりむすぱれ，注文書が発行される。この 

注文書には納期と個数が示してある。 .

2 は, 発注側の立場が強い場合である。最初から単価，納期，個数が仕後書とともに示され，受 

注側はそれを受けいれ受注するかどうかをせまられる。不況期にはこの形態が多くなるし，単純な 

加工のものについては見積りをするまでもないので，この形態をとる場合が多い。

3は，仕様書と注文書が示され，原材料がもちこまれ, まず生産が行われ，できあがってから発 

注 ，受注雨者の話し合いにより単価が決定され，支払いが行われる場合である。この中には発注. 

受注両者の力関係からみて全く異質なものが含まれている。すなわち，受注側の力が强く，樊際に 

かかった時間に所定の時間当りエ質をかけi|i価を決定する場合が1つある。逆に新規の発注先が試 

しに加工をやらせる場，合もこの形態をとる。この2つが合まれているのである。

4 の形態は，あまり数多くある例ではないが，試作品等の部品について零細経営主が因面をひき,
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それにもとづいて加工する場合も存在するのである。

このように大きく分けて4 つの受注形態が存在するのだが，その特徴を要約すれば，個数 •納期 

♦ 工程の複雑，多様さが，受注の仕方にも反映しているということができる。単なる力関係のみに 

よるのではなく，受注の多様さ個別性ゆえに， 1 のような形態が主要なものとな、るのである。

< ぐり返しの堤合の受注の仕方>  前述の場合と異なり，すでに何回か同じ内容の仕事を受注し 

ている時には，受注の仕方はずっと簡単である。注文書あるいは電話 . 口頭で数量，納期が示され 

る0 仕様唐は前もって受注側がコピーを預かっているケースと，その都度もちこまれる場合とがあ 

る力;，前者の形をとる方が一般的である。この点は，毎月決まって発注される仕事，不定期的に発 

注される仕ま，いずれについても共通である。

このような形で発注，受注されるということは，加工単価が初回に決定されてしまえぱ，その後 

同じものについてははとんど変更されることがないととを意味している6 加工単価がかわるのは, 

加工内容，対象が変化する際のみであるといってよい。物価急騰時でも，時間エ賛の上昇は新しい 

内密の仕事を受注することによって, 多くは庚現されている。それゆえ率実に10年間くらい加工単 

価の変らない仕も存在する。しかし，発注側にとって零細経営に発注するものは，単品的性格が 

強いために，規格の変化等も多く，実際にほ大多数の仕事^の加工単価は時間的に遅れをみせながら 

も，時間エ賞の上昇に対応して上昇していく。また，好況時には新規受注の比重を高めることによ 

り，時間当りでみたエ賞を高めてい.くことができるのである。

< 材料支給について>  発注側による材料支給の状況であるが，小論の対象の場合，材料が発注 

側の支給かどうかは，材料が一般的な規格品であるか特殊な材料であるかによっている。磨棒鋼の 

ように一般の材料商で購入しうるものについては材料の支給は行われない。特殊な鋳物を加工する 

ような時に材料が支絵される。.それゆえ,材料支給の有無に零細経営の発注側に対する従属の程度 

をみることは，少なくとも城南地域の機械工業零細経営については的はずれであるといえる。

< 下請としての零細経営への接助>  下請援助を零細経営は全くといっていいほど受けていないC 

発注側中小企業が零細経営との画定的闕係を求めていないことが1 つの理由である。また，中小企 

業が下請を育成しようとする場合，零細経営はその対象となりえないということでもある。

6 . 霉細経営の外注—— 仲間取引

受注先との闕係をまとめるまえに,零細経営自身が受注者となる外注関係について明らかにして

注( 2 4 ) 最近この点で疑問に思われた理解として, 安藤，北条， S 村，前掲における材料支給の有無の意味についての考え方 

があげられる。著者らは，P. 71〜P. 72で，r……発注企業または元請企業より原科，半製品を支紘J されていろか，rエ 

場侧が材料を購入J しているかだけで， rホ小雰細工場」を r従属型（下請型) J と r自力:型J とに分けている。本論の 

指摘で明らかなように， このことは少なくとも著者らのいうr金厲ー機械系j については意!宋あることとはいえない。 

材料の支給の有無から厄接力関係を填:きだすことは，大都市の器細経営については全く誤った判断を下してしまうこと 

になるといえる。
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おく必要がある。この場合の外注先はもちろん, はとんど小零細企業である。との外注関係をとこ 

で扱うのは，単に重層関係をみるということではない。零細経営がより大きな規模の企業から受注 

しうる基盤の1つが, . まらの夕注関係にあることによるのである。

< 外注関係—— 仲間取引—— の必要性>  まえにも述べたように，零細経営は文字通り少人数の 

経営であり，所有機械も2 • 3 種に限られている経営が多い。そのためまらこなせる仕事量，経営 

内で加工しうる工程に強い限定が存在する。この点を補うものこそ外注関係なのである。

通常，前述の類型1 に属すような経営は，類型 2 ，3 の零細経営を合めて，10軒位の同業の零細 

経# 主と一 種̂のグループを形成している。これは明確に組織化されたものではなく，知人•友人関 

係とでもよベるような侧面をもつグループである。しかも，各経営がそれぞれ独自のグル-•プをも 

つことにより，グループが網の目の如くつながれている。 この同業の友人♦ 知人関係こそ， 通常 

f■仲間J .とよぱれる存在であウ，こ の 「仲間」関係によって各零細経営の受注活動が支えられ，変 

動に対してももちこたえることを可能にしているのである。

すなわち，類聖 1 < 中核型> に属する零細経営にとって，前述した通り受注してくる仕4̂ ：の量 . 

納 期 ，工程は多種多様であり変動も激しい。そのため求められる加工を注文量だけ一定の納Jtgまで 

に，ま経営だけで行うことは非常に困難な場合が多いのである。この経営内でこなしきれない部 

分 を r仲間J に外注することにより，より柔軟な受注活動を行うことができ,発注侧の要求にも応 

免耐えうることができるのである。

< 「仲間J 取引のあり方•機能  >  まずその第一の特徴は，類型 1 に属する零細経営を中心とし 

た相互の利用取引関係であり，一̂方的外注関係でないことである。「仲間』への外注は;多くの場 

合 1割位のマージンをとって現金支払いで行われる。また，納期等でさし迫った必要がある時は， 

マージンなしや割増しエ賞を仏っても行われることがある。

こ の 「仲間』取引の第1 の機能は，前にもふれたが，零細経営が自分が得意とする加工を軸にし 

た仕#^ではあるがD ら得意でない加工も含むような工程全体をまとめて受注しうることにある。さ 

らに，納期や量の関係で孤立しては受注できないような仕事を受注することを，零細経営にとって 

可能にし，発注する側のその時々の要求に柔軟に応えることができるようにする。 r仲間J を外注 

に利用することが，直接に零細経営の受注の幅を拡げるように機能しているのである。

もちろんこの機能と関速はしているのであるが，もう1つ重要な「仲間J のつながりの機能は， 

発注側の業種ごとの好不況に対する零細経営の対応、を容易にすることにある。これは主受注先業種 

め移-勘を零細経営に対して可能にすることにより行われる。すなわち，自らが常時取引している中

> ± (2 5 ). より大きな規摸の企業からの零細経営の支払いは，月に一定航（通常10方円位）を越えると，手形で支払われる場合 

が多い。そのため1割のマージンで現金払いということは，ホ形割引料を考撒すると，発注侧に利益を生みうるもので 

はない。それゆえ，納期に余裕があれぱま経営内で加工を行い，外注を桓カ減らしているものも存在する， しかしこ 

のことも逆にみれぱ, 納斯的にみて柔軟な受注が可能であるととを示して'いるともいえる。
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小企業の数企業の間での比重の変化による主受注先の变動によって，ある業種の不況の影響を吸収 

しきれない時に， 「仲間J からの仕ま お̂よび仕事の紹介を通して，業種ごとの好不況のばらつきに 

対応し，ある程度安定した受注を確保していけるのである。

< 密集の必要性〉 以上のような機能をもつことで「仲間』の存在は，零細経営にとって重要な 

意味をもつことになる。こ の 「仲間J は零細経営相互の関係であることにより，地域的に近接した 

経営同士でなけれぱ存立しえない。せいぜい自転で簡単に往来しうる蹈離にある経営同士で，初 

めて成* しうるのである。この意味で大旧区での「仲間J がほとんど同一区内めそれも近接®X内に 

存在しているt とは重要である。また，このように近接してr仲間J をつくれるはど密集して機械 

工業零細経営が存在していることが，重要な意味をもってくるのである。この大田区の密集がさら 

なる零細経営の開業を容易にしている。

これに対■して港区の場合，18表で見たように一応地域的つながりもみられるのであるが,区内に 

外注先をもたな、、零細経営が目立ってきている。都心化の進みつつある港区では工場地帯の密集度 

がうすれるとともに，近!^に外注先をもたないですむようなぎ御経営のみが残存しうるようになり 

つつある。密策を利用し r仲間J の存在を利用しての開業などはおぼつかなくなってきているので 

ある0
*

7 . 零細経壁の取引関係—— まとめ一一-

6 までで明らかにした機械加工零細経営の取引関係を，類型的に図示したのが3 図である。この 

図は, 1つの機械加工零細経営（類盤1 く中核型> ) を中心にみた取引開係を，主受注先機械（部品） 

3園 類 型 1 < 中核型> の霉細経営からみた取引のひろがり

 > 発注方向

生 变 注 先

① 類 型 1 の第:細経営

② 類 型 2 の策細経営

③ 類 型 3 の零細経営

m ある特^£の黎細経背にとってのひろかり
この他に，村料商 ’ ェも商•機械商，金融機閲とめつながりがある,

b.

類 型 1 
ホ小メーカ- (WMめなもの）

m 型 2 頗 型 3

G



ゾト'.タン.:へ: ぐ. iwm r抓 ii(!»girTWWTip.B»i«w —Bî >aiMMa
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イーホ-*を含めた受注先中小:ife業， 「仲間」とよばれる部分， メッキ，熱処趣等の特殊加工の零細 

経営, 3 者のつながりを中心に類型化して示してある◊ 各個別経営は，この図より単純な取引閲係 

にある経営もあれぱ，複雑な経営もある。また，類里2 < 享門特化型> *  3 < 不安定型>  という形 

(前頁の3 図b で示したように）の取引関係をもつ経営も，その中には存在している。しかし重要な 

ことは，これらは r仲間」関係を軸に泰着し，地域的にも密葉し,さらにこのようなつながりが網 

の目のようにひろがっているということである。

具体的なつながりについては， 6 までで詳しく述べてあるので, ここでは視点をかえ，集中的に 

このように立地していることが，発注側中小企業と受注側零細経営とにそれぞれもつ意味という形 

で, 要約してみる。

発注側中小企業からみるならば，このような集団は以下のように機能するといえよう。発注者に

とって自社内で加工したのではコスト的にひきあわない，半端なしかし熟練を必要とする仕事•加

エが存在する。これを納期 . ロット規摸，加工工程の内容の如何を問わず，多様にしかも変動する

発注量で不定期的に利用することを可能ならしめる下請企業を必要とする。これに応え.るものが，

この零細経営の集団なのである。

受注者である零細経営からいえぱ，次のようにみることができる。多様な業種の多様な加工内容
(26)

をもつ仕事が, この地域の集こ発注される。このことから生じる個别的受注関係に存在する納期 

，ロット規模，発注の変動による不安定性を，「仲間」関係を軸としたつながりによって緩和しう 

るのである。さらに特定業種の好不況の波に影響されることなく,従業者数人で機械数台の経営と 

して存立しうるのである。これこそ集団的に立地することにより形成可能になるr仲間J 関係の存 

在によって得られる，零細経営にとってのメリットなのである。

最後に，m でふれなかったが，との集団的存在としての機械加工零細経営にとって，密集内に必 

要不可欠なその他め取引先についてふれておく。それは零細機械加工業者を核とL て，その周辺に 

密着して存在する，材料商，工具商，関連特殊加工（熱処理* メッキ等）の零細释営という関速取引 

先である。これらが機械加工零細経営にとって，ま転軍で手経に手すきの時間に用事をすますこと 

のできる距離にあること力*、，やはり零細経営の存立にとって不可欠なことなのである。これは零細 

経営主が加工作業以外にさきうる時間がごく限定されたものであることからも明白にいいうる。こ 

の点で，密集外へ転出しうる被® 用者中心の中小企業と大きくその行動のあり方が再なってくる。

F 取 引 請 条 件 と 零 細 経 営 の 収入 

ここではェ質を中心とした取引諸条件と零細経営の実現している収入水準をみることにより，前

注( 2 6 ) 発注ルートは個別である'としても, 前述したネットクークの存在により）全体としズ受注しているとみるととがヤき 

る• この意味で地域级0 に集圓的に発注されるとみるととも許されよう。
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節までの受0^先とのっながりのもとで，どのような結果か'もたらされているかを明らかレする‘

あ引諸条件

< ェぎ水準>  具体的なェ貧水準を示した表が21まである。これは大0 区の1976年夏の状況で、あ

2!表大田区 31» »経営め1 時間当リエ貢(従業者1 ~ 4 人）

加工;程

1NMR
当りエ賞

旋盤加工

フライス， 
プレナ一， 
夕レツト， 
ペンチレース

金 型  

そ の 他
計

800円未満 1 1

800~1,000円 2 2

1 ,0 0 0 -4 ,200 円 4 2 1 7

1,200〜1,500円 3 1 4

1,500~1,800円 1 2 、 1 4

1,800円以上 1 2 3

計 11 6 4 21

•平 均 1,036R 1,383円 . 1,638M 1,250闪

る。表からもわかるように，主担当工程により乎均的な水準が異なるが， はぽ 1 時間当り1,■円  

から1,500円位であるとみることができ( る\ なお，この表で数の多い旋盤加二において工賃水準か 

低いということは，数の多さによる不況JBE力の強さ， して競争の激しさを表現しているといえよ

ぅ。
このエ營水準は，I 973年までのインプレを# うプームめなかで達成された水準である。その後す 

イル♦ シ3 ック以降の過程では，不況の圧力によりこの水準以下に下がり，ようやく76年時点で名 

目額で従来のピークを回復したのである。それゆえ，エ賞水準は73年をピークにそ後は実質的に

22表 a 大ffl区のェ資，単価決定

発注側中小企業の意識 受注側零細経営の意識

イ.当方指値 0 1 . 指 値 5

ロ.当方寄り 9 2 . 受注先寄り 6

ハ.相手寄り 3 3 . 当方寄り . 3

二*相手見積 5 4 . 当方見積 2

計 17 記入企業 15

資料：1表に同じ。

22表 b 大田区零細経営の綠切後支払いまで
の日数(受注側からみて）（従業者1 〜4 人）

14日未満 0
15-24 日 4
25〜34日 5
35〜44日 9
45~54 日 2
55~64 日 2
65日以上 0

計 22

22表大田区黎細経営への支払の現金，手形比率と手形のサイト（受注iJViか1 みてi

比傘 
従業者規模\

100%
現金

50% 以 
上現金

50% 以
上手形

100%
手形 計

形サイト 
従業者規模\

3ヶ月 
未満

3〜
4ヶ月

4 〜 
5ヶ月

5 ~  
6ヶ月

6 ヶ ,
以上 i 計

1人 8 ■ 2 1 2 13 1人 1 1 2 4

2 入 3 1 1 5 2 人 1 1 2

3 人 1 2 2 5 3 人 1 2 3

4 人 1 1 2 4 人 1 1

計 12 3 4 6 25 計 1 ____ 2 L 4 3 10

^ ^ ) " ー1 れは中小部品メ一力"一の受注ェ貨水?Viより2-^3割低い。零細経営問の激しい競♦の存在をま現するものとい先よ
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大都市における機械工業零細経営の機能と存立基盤

は低下しているとみることができる。ただし，このエ賛水準も，同じ時期の農村部の段械工業卞請 

小零細企業のそれに較べれば，比較にならない極度に高いホ準といえるのであ(2| 。

< その他の取引条件>  その他の取引条件に簡単にふれておく。22表一a, b, c で示した中で特 

徵的なことは，たとえ零細経営といえども, . 受注先1月当り受注高が10万円をとえるような支払 

いの場合，手形で支払いをうけることが多いことから,過 半 の 経 営 が 支 の 50%以上を手形で、う 

けていることである。 .

' .

2 零細経営の労働時間と収入水準

前述したような取引諸条件のもとで，零細経営は結果としてどれはどの時間働き，どれだけの収 

入をえているのであろうか。これらの点を具体的に明らかにする。その際注意しなければならない 

のは，以下であげる数字は，オイル•ショック以降の不況下でのものであるということである。た 

だ し 1976年夏の調査時点で受注が活発であった経営については，不況の影響は，インフレによる 

収入額の実質的目減り，取引諸条件の悪化としてあらわれており，名目収入額そのものは時間エ賞 

の名目的安定からみて大きく変化してはいないと思われる。それゆえ，そこからオイル，ショック 

以前の状況. 水準を推測することはできよう。

< 労働時間 >  労働n#間をれも業主の労働時間について大田区の場合を示したのが23表である。 

不況下にもかかわらず，実働9時間以上轉いている業主が庄倒的大多数をしめ，10時間以上でみて 

も56%をしめている。また休日についても，休むI I主で日曜日のみであり，はとんどが仕肴さえあ

れぱ日曜日も働き',いつもより早自表大田区零細経営事業主の労働時間 (従業者！〜4人)

に仕享をきりあげるということであ 労 働 間 6~8時間 9 時間 10時間‘ 11時間 12時間 計
回 答 数 5 11 10 6 4 36

った。この表の中の一例の業主夫婦 

の場合，好況時にはゆぽ1 日18時間働いたということである。この夫婦は長時間労働によりill己巧 

有の工場をもつに至っている。

ただし，雇用されている者の場合は，就業時間が阪定され1 日9 〜10時間位である。この点では 

中小メーカーと大差がないといえる。長時間労働を行うものは，被雇用者の有無にかかわらず，等 

主および家族従業者だけなのである。

< 売上げ高>  零細経営の売上げ高および従業者1人当り売上高を示すと，大田区，港区それぞ 

れ 24,25表のようになる。大旧区は月別売上高について原料無償支給の被雇用者なしをとりだして 

あるが，その分布は幅ひろく特定のラシクに集中していない。これは不況下で、あることにより，経

注( 2 8 ) 例えぱ，中央大学経済研ホ所編r中小企業の階層構造』中央大学出版部，1976年, による， 日☆ 周辺部農村の1975年 

8 月時点での, , 日立製作所2次下請の受注エ貧は， r分ょ終価j で r s 〜 l l R j  (p. 1 8 0 )というととである。特に例外的 

に高いもので分20円 （P . 1 7 9 )である。これらはいずれも，家内工業的でないものの場合である《小企業でさえ大区 

の零細経営の半分位のエ黄水とみるととができよう
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資料：1 表に同じ

24表 a 大旧 S 零細経赏の1 月当り孩5上塞

売 上 高
20万円 
未 満

20〜
30万円

30-- 
40方円

40〜
50万円

50~
60万円

60〜
70万円

70 - 
80万R

80〜
100万円

100〜
150万円

150- 
200方 R

200 万 R  
以 上 計

従業者1 人 
2 人 
3 人 
4 入

5
1

2
1

5
2

2
1 1

1
2
3

1

1

1

1

2

2
1 . 2

18
9
7
4

計 6 3 7 3 2 5 3 2 5 2 38

24まb ：̂ 田区奪細経営の1 月 I 人幽り充上高（従業者1 - 4 ；̂

10万円
未 満

10ん
20万円

20- 
30万円

30- 
40万円

40~
50万円

50 - 
60万円

60万円 
以 上 計

事業主と同居ま A 1 17
族のみ原材料100 1 5 5 .4 1 U i

% 無價支給
そ の 他 1 5 4 5 1 2 3 Z1

計 2 10 9 9 2 2 4 38

ぜ ごとのバラつきが大きくなっていることも影響していると思われる。従業者規模別の平均売り上 

げ高を示すと，26表のようになる。だいたい， 1 人当り年間でみて300万円から400方円位が平均的

なところであるということができよう。

< 実質的収入>  零細経営の実質的な収入水準をみるために作成したのが27表である。これは大 

田区の従業者1 人すなわち業主のみの経営をとりだし，各ぎ例について経費が判明しうる経営を示

25表

従業者数
300万円 
未 満

300〜
500万 R

500 ~  
1,000万闪

1,000- 
1,500万円

1,500〜
3,000万R

3,000- 
5,000方円

5,000- 
1億円

1億円 
以 上

計

1 , 2 人 
3, 4 人
5 ~  9 人 
10~19 人

4 4
1

4
5

1
9

1
7
9

2
7
1

4
6

1
6

14
24
21
13

計 4 5 9 10 17 10 10 7 72

資料：2表bに同じ。

25表b 港区梭械部品，加工小零細企業年1人当リ充上高

従業者数
100万円 
未 満

100- 
200万円

200- 
300 万 R

300- 
400万円

400〜
500万円

500 ~
600万円

600〜
?00万円

700万円以上 計

1人 1 3 1 1 (2 ,400万円） 6

2 1 2 2 2 1 8
(759万円）

3 1 4 3 1 1 1 3 (1,200万巧） 14
(1,267万円）

4 2 4 3 1 10
(720万 R )

B 3 1 1 4 (900万円X2) 9
(1,100 万 R )

n 1 2 12 8 2 3 8 47

資料：2表！)に同じ。

した。このまからゎかるように，12事例を平均すると月売上げ高42万円杂，経費が22方円弱であり 

樊質収入は21方円弱となる。しかし舉例はとの平均水準を中心に分布するといろよりも， 下の 4
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大都市における機械工業ぜ細経営の機能と存基盤 

つのグループにわかれて分布しているとみることができる。

まず，轉 1のグループは売上高が大きく経費も多い，No‘ 4,6,7,10の事例である。 経費が多い 

のは外注費が多いことによる。これらは突収入も多く，月30万円が2 軒,他は35万円と50万円ゃあ

り，柬京都の中小機械工場の被雇用者の年収293万 円 を 大上 回る 水準 にあ る。 2 番 r：! のグルー
' ■

26表 a _ き 従 業 26表 b 港区従策#規模別檢城部品•加工零細企 
者 1 人当り平均売上高  船 條 4^ * A 山 n ケ Jfe L 由

( 1 月当り）

27表 I

資 料 ：1 表に同じ。

大田区売上げと経費
(従業者1 入）

資料：2表bに同じ。

27表b . 事例（従業者1 人）

1ヶ月売上高12軒 506.8万円
1軒 1ヶ月平均 42.23万R

Jヶ 月 経 費 12軒 258万円
1 軒1ヶ月平均 21.5万巧

平均実収入 20.7万同

. . 資料ニ1 表に同じ。

プとして，外注が少ないため売上げ高は第1 のものより少ないが，実収入は第1 のグル、-プなみの 

経営，N o . 1 の事例がある。これら5 軒は不況下でも比較的順調な受注状況にあるといえる。

第 3 のグループは，No, 3 ,11 ,12の事例で，売上げ高はまあまあであり，外注も少ない経営であ 

る。これらは月20万円か少し上まわる位の実収入であり,中小機械工場の被雇用者なみの収入水準 

といえる。第 4 のグループは，No, 2 ,5 ,8 ,9の事例で，不況9 打撃が深刻で、あり，月15万円以下の 

実収入しか獲得できない経営である。

以上のように4 つのグループに分けるごとができるのであるが, 1973年までの時期においては， 

第 1 , 第 2 のグループの収入水準が中心的な水準であり，第 3 のグループ程度の被雇用者並の年収 

水準の経営が底辺を形成していたと袖測される。それは，仕事が順調に受注することができ，73年 

頃に到達され現在まで名目額として変化のない時間エ賀が前提されれば，業主 1人で得られる実収 

入は，第 1 , 第 2 のグループのレベルかそれを幾分上回る水準であると考えられるからである。一

注( 2 9 ) との数字は，労腕!翁ri旧和52年賞金センサス』 を利;nし算Hiした。JIOK都の-̂ 般機械器A 製造業従業者10人〜99人 
の企業の努子35歳〜39歳の制ilj給与総額である。

   97 {207^ -----

ぐぶ力h iを大幅に上回る水準にある。 2 番 r：!のグルー

26表 b 港区従策装規模別檢城部品•加工零細企 

業従業者，人当り年売上高

従業者1人当り売上高
1 , 2 人 617.7万 旧 /̂ 2,400ガm / 1人 年 と ）

内職的98万円/ 1人年を
3, 4 人 438.7万円\除くと3の万m / 1人年ソ
5,〜9 人 531.1万円

回答数 1 人当り売上高
1人 18 37.49万円
2 人 9 22.36
3 人 7 24.67
4 人 4 38.75
計 37 30.29

事例 月売上げ 経費 収入

No.1
万PJ

40
万fq 

10
万円

30
No. 2 15 1 14
No. 3 30 10 20
No. 4 100 50 50
No. 5 14.5 4 10.5
No. 6 75 40 35
No. 7 80 50 30
No. 8 4.5 0.5 4.0
No. 9 22.5 10 12.5
NolO 100 70- 30 •
No.ll 25 2.5 22.5
No.l2 30 10 20

2̂7表 0 大田区從業者1 人 
の実収入（月額）

英 収 入 回答数
10万円未満. 
10〜15万円 
15〜か方闷 
20〜25万円 
25〜30万円 
30〜35万円 
35〜40万円 
40~45万円 
45万円以上

1
■ 3 ' 

り

0
3
1
0

1 (50万円）

計 12 ,
資料：1 表に同じ。
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例ではあるが，月50万円の突収入が業主1 人でありうるということは，73年頃この水準に到達して 

いた経営も多かったことを推測させるにたる。73年頃にこの収入水準であれは％ これは雇われる場 

合にくらベれぱ庄倒的に高い水準であるといえよう。. 不況がその差を縮めさせ，底辺に半失業的状 

況の第4 グループのような経営を生みだしたとみることができるのである。. ■

このようにみるならば, 夫婦2 人で働くならば，仕事が充分にありさえすれば，勤め人の数倍の 

収入を得ることも可能であることがわかる。 独立してからうまく好況の波にのれば，4 ,5年で小さ 

くとも自分の工場をもつことも不可能ではなかったのである。

最後に，零細経営の経費の内容についてみることにする。聴取調査でもっとも把握しにくかった 

点であるが，わかった範囲で示せば, 28表のようになる。27表 t>の事例 No‘ 4の場合， 1月50万円 

の経費のうち外注費が40方円であり，工場の借賞が4 万円，その他の油代等の消耗費が6 万円で'あ 

る。機械の減価償却費は割賦支払いが済んでいることにより，経費としで業主に意識されていない。 

収入中位のグループに入るNo. 3 の場合，家賞3 万円，外注費3 万円，その他の消耗費4 万円とな 

る。収入下位のド0. 6 の場合，家賞2 万円，消耗費2 万円, 外注費なしである。

これらから，売上げ高が多くなるのは主として外注費によること，収入中位のグル"プでも外注 

費支出があること，収入低位のグループでは外注していないことなどがわかる。いずれにしても， 

これらの事例から前述した中で用いた「実収入J が，文字通り被雇用者の場合の貴金収入と対比し 

うるものであるということができよう。

さらに，外注が多い場合には，実収入の中に外注利用による利益（一種の下請収奪部分〉が含まれ

ているとみることができる。しかし, 

これも一部にすぎず，外注利用が多 

くの場合は少額であり，受注を有利 

にすることのために仕方なしに外注 

を利用しているという状況である。 

それゆえ，多くの零細経営業主の奨 

収入は自家労賞部分であるとみるこ 

とができる。

< まとめ>  城南地域の機械工業 

培.細経営のェ賀水準や壳上げを上述

28表
W I 経費 原材料費 ，家貨 外注費 その-他 備 考

No.1 10 万 P] なし なし 3 7
Na2 1 なし なし なし 1
No. 3 10 なし 3 3 4
No. 4 50 なし 4 40 6
No. 5 4 なし なし なし 4
No. 6 40 10 原材料費あり

No. 7 50 原材料費あり

Na 8 0.5
No. 9 10 なし 9 なし 1
Nぐ10 70 4 なし 原材料費あり

2.5 なし なし

i. -i 10 なし 7.5 なし 2.5

払等の費用か含まれる< 
資 料：1 表に同じ。

光 熟 . 油 . 輔の維持費，機械月賦支

のようにみることができるならば，その特徴は以下のようであるといえよう0 他の;felii域の小零細企 

業にくらベれぱ高い工賃水準であり，業主自身の長時間労働によって，被雇用者よりはかなり高い 

水準の収入を得るととも充分可能である。しかし，この収入の水準は好不況によって# 常に変励し， 

不況時には収入が極端に低下することがある。また，経営ごとのバラつきも大きくなる0 さらに労
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大都市における機械工業零細経営の機能と存立基盤. '

働時間も，就業が不規則になることにより，必ずしも短縮されるとは限らないのである。

3 今回め不況の影響

最後に1974年以降の不況において, 械工業零細経営が城南地城で，どのように激しい打較をこ 

おむったかをみることにより，零細経営の不安定性を確認するとともに，その中でも経営を維持す 

る残存への強い意欲と，ある意味での柔軟な対応力の具体的姿を明らかにする。

< 打撃の激しさ>  まず，今回の不況の影響の激しさを確認しておこう。この点をみるため に  

港区29表を示した。表をみれば, いかに多くの部分が打撃をうけたかわかるが，零細経営は他の規 

模層にくらべても，大きな打撃をうけているといえる。また，大田区の場合，聴取りによれぱ21軒 

29表 8 P 区企業業者規模別ニ梭械工業の充上けi|&向 中17軒までが，73年にくらべ75年には

売上げが半分以下におちこんだと答え 

ている。さらに* 月別にみれば,全く 

仕まのなかった月，あっても2 , 3 万 

円にすぎなかった月が存在したと答え 

る業主が多かった。

< 零細経営の対応> こめような激 

しい打撃を受けながらも，零細経営は 

被雇用者がほとんどいないこともあっ 

て，何とか食いつなぎ回復を待つこと 

ができるのである。一例をあげれば，

従業者規模
イ

売上げは伸
ロ

売上げは

ノ\

売上げ実 有 効
びている 停 滞 質的減少 回答数

~ 4 人 14 12 37 63
(22.2) (19.0) (58.7). (100.0)

5 ~  9 人 7 , 
《17.5)

12
(30.0)

21
(52.5)

40
(100.0)

10-29 人 12
(27.3)

13
(29.5)

19
(43.2)

44
(100.0)

30~9d 人 15 6 10 31
(48.4) (19.4) (32.3) (100.0)

100〜 299人 7
(41.2)

6
(35.3)

4
(23.5)

17
(100.0)

分類不能 1 1

計 56
(28.6) (25?0)

91
(46.4)

196
(100.0)

資料：2表aに同じ。

'従業者規模
イ

特にたて 
なかった

ロ

従業貝を 
減らした

ク、

顧客の 
開 拓

値引安 
値受注

ホ
業種极ぃ 
商品転換

へ

受注先 
の増加

>

借 金

チ

その他
有効回答 

企 業 数

〜4 人 

5 ~ 9 人 

10〜29人 

30〜99入 

100〜299人 

分類不能

18
(31.0)

6
(15.8) 

7
(18.9) 

2
' 《6.9〉 

1
( 6.3》

21
(36.2)

(28.9)
13

(35.1)
4

(13.8)
6

(37.5)

1

5
( 8 . 6 )  

3
( 7 . 9 )  

8
(21.6)

7
(24.1)

3
{18.8)

19
(32.8) 

11
(28.9) 

17
.(45.9) 

9
(31.0)

3
(18.8)

1
( 1 . 7 )

3
( 7 . 9 )  

3
( 8 . 1 )  

2
( 6 . 9 )  

1
( 6.3)

4
( 6.9) 

3
( 7.9) 

3
( 8‘ 1》

5
(17.2)

3
(18.8)

25
(43.1) 

16
(42.1) 

10
(27.0)

10
(34.5) 

2
(12.5) 

1

4
( 6.9) 

1
( 2 . 6 )  

1
( 3.4》 

1
(6 . 3 )

58
(100.0)

38
(100.0)

37
(100.0)

(100.0)
16

(100.0)

1

計
34

(19.0)
56

(31.3)
26

(14.5) ( s l o )
. 10 
( 5 . 6 )

18
(10.1)

64
(35.8)

- 7 
( 3 . 9 )

179
(100.0)

1人で旋盤加工をしているある業主は，仕事がほとんど受注で、きなかった時には，士方仕事に昼間 

でて夜受注でぎた仕事をぱつりぽつりこなし，虫活と経営を維k-したというととである。その他直
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接聴取っただけでも，業主はタクシーの運転手, 夜警，受注先企業のエ負等のァルバイトを行い， 

仕事のない時期をしのいでいる。しかし，これらの人々も工場や機械を手放したものは少ない。多 

くの業主はカバーをかけてしばらく休業したとしても，本来の仕事に復帰することをめざした。し 

かも，76年に入って多少受注が回復する中で, 営業をぽ開しているのである。

.以上みてきた例からも明らかなように，零細経営は不況の打撃をうけながらも，廃業することな 

く, 受注の回復とともに冉生しうる存在なのである。すなわ 'fe, このような内容においてという阪 

定はっくが，今回のような不況にも柔軟に対応しうる存在なのである。

Y 小 括

ニ - ' - . ，- ，' ，. . ' ' . .  ■ ： '

各論点に分けての検討結果を，ことで整理してまとめれぱ，城南地域の機械加工零細経営は次の 

ような存在と把握される。

城南地域，それも大田区の一定地域に特に集中的に存在している零細な機械加工業経営は，その 

業主の多くが熟練工であること，しかも讽用的な工作機械を所有しながら， 一定の加工工程（所有 

機械の種類による限定を中心とする）に特化しているとみることができる。

このような零細経営集団に概械加工を外注する中小機械♦ 部品メーカーの立場からみれば，熟練 

エを必要とする加工工程にっいて，発注量，発注工程，納期等に関して多様な形態で発注可能であ 

ることが1 っのメリットである。さらに，それを変動させながら不規則に長期にわたって利用可能 

であることが最大のメリットといえよう。もちろん，これは他の分散的に存在する機械工業小零細 

企業との比較でいえることである。城]i 地域の零細経霄集団も零細経営ゆえ-の過度競争を免れえな 

い0 発注側にとって低コスト（内製にくらべて）であるという側面の存在を無視しえない。しかし， 

中小企業伽]の利用理由が単にそれだけではないことに， 1 っの重要な意味がある。それゆえ，不況 

時には低コスト利用の面が強くでてくるが，好況時には必ずしも低コストといえなくとも，零細経 

営- 団を積極的に利用するのである。このような利用理由にもとづいていることが，農村部小零細 

企業とは比較にならない高いエ賞水準で発注されるこを可能にしているといえる。

受注侧の零細経営にとっては, 大量に集圓として密讓して存在することにより，個別的闕係とし 

ては存在する発注侧の多様性と不安定性とを緩和し，経営存続困難に猫ることなく，’経営を維持す 

ることができ？)。この点は，単に密集して零細経営が存在することからだけでなく， 関連業者（エ 

具商，材料商. その他の加工業等）の存在， また镇団自体が多様な大親模な機械工業地帯である京浪 

エ菜地帯に位置することをも含めて考える必要がある0

しかし何といっても-重耍なのは， r仲間J 関係の存在である0 r仲間J 関係の存在は，少人数の零 

細経営にとって，多様な受注を可能にさせている。それと同時に， r仲間」開係が網の目のように
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大都市における機械工業露細経営の機能と存立基盤

っながり存在することが，個別的なさらには業種的な発注，受注関係の不安定性を吸収緩和すると 

いう機能を果たしている。このような機能があるととが, 中小企室にとって，個別企業•個別業種 

の好不況の変動において，これらの零細経営をパッファ一として利用することを可能にするのであ. 

る。また, ’ これらの集Baのあり方の.特徴により，受注側の'零細経営は零細経営として存立可能にな 

り，大量の新規開業も可能になったのである。

これらの発注，受注闕係を通して得られる発注側のメリットは，浮動的かっ必要に応じて自由に 

利用しうるし，場合によってはかなり低コストであるというだけではない。零細経営の業主の長時 

間労働と強い勤労意欲，配偶者を助手として自由に使用しうるということ，これらのことから亮注 

側め中小企業は，熟練工を雇用した場合の数倍め労働を同じ数の熟練工（零細経営業主）からひき 

だすことができるのである。このことは単に1 人の熟練工を何人分にもっかえるということに智ま 

らない。熟練工1 人を養成するのに6 年位かかるという現実，しかも若年労働力不足により業種全 

体としても定參率が悪化している現実等'を考慮にいれると，養成費を含めて大幅な節約になるので 

ぁる。 ‘

重化学工業の急成長を軸とするr高度成長j 過程ゃ，機械工業も急速に生産を拡大した。その過 

程では量産的な生/童增大が急速であったと同時に，より単品的な生産の拡大も無視しえないもので 

あった。後者の拡大のためにゆ多能熟練工が大量に必要とされた。この需要を満たした1 っの重要 

な機構こそ，本論で分析したような零細経営の増大だったのである。® 用されていた多数の熟練工 

が独立開業することにより，雇われている場合の数倍の労働力として機能することを可能にし， 

•'筒度成長J 時の需要に応えたのである。しかも，これらは，I960年代に入って若年労働力を雇用 

することが困難になり，それ以前のように好況時に小規模企業化しえず，零細経営に留まると.とに 

なる。このことが今度は逆に好不況の変動に对して，より柔軟に対応することを零細経営に可能に 

させたのである。零細経営であることが積極的な意味をもっナこのである。

このような熟練工としての零細経営主の長時間労i働は,好況時には零細経営主 自身にとって，総 

収入が通常の中小企業労働者家族の数倍ともいえる水準を連成することも不可能ではないという状 

況をもたらした0 この点にこそ零細経営主にとっての最大のメリ ッ 卜があった。このような長時間

労働による高収入という形は，現在でも好況時にくらぺ低下しバラっタが大きくなハているとして
.

も存在している。

以上のような存在として城南地域機械工業零細経営をとらえることができよう。以上の零細経営

の具体的分析が「はじめに」で設定した3 っの大きな問題に対して，不充分ながらも1 っの回答と

して擎者が提出しうるものである。少なくとも具体的な実態把握にもとづいた1 っの仮説的な像を 

抽きだすととができたと考えている。この像をたたき台としながら，より全体的な大都市の機械:！：

業の分析へと進むっも.りである。 （経济学部助手）
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